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 重点施策   第一 ≪第二次千曲市総合計画の推進≫ 

事 業 名 第二次千曲市総合計画の推進 担当課名 総合政策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,174,460 

節 別 内 訳（円） 

報酬 18,900 

給料､ 

職員手当等 
7,656,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 498,960 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 8,174,460 

 

【事業目的】 

○総合計画は、今後 10年間のまちづくりの基本指針となる

基本構想と、これを具体的に推進していくための取組みを

示した基本計画で構成されており、この計画に基づく事業

を着実に実行していく。 

【実績】 

○総合計画、総合戦略、各種計画における施策体系の整理と

事務事業の位置づけを意識し、PDCA サイクルが確立する

よう進行管理を実施。 

・総合計画実施初年度（Ｈ29）成果指標の進捗状況管理。 

・総合戦略の中間年度であるＨ29 年度末時点における取組

状況について担当係長のヒアリングを実施。 

・総合戦略ＫＰＩの進捗状況管理。 

○市民意識調査の実施 

・総合計画初年度（Ｈ29）にあたり、市民の市政への満足度

を調査。 

・調査項目を必要最小限に絞るとともに、事業の具体的な内

容を想起していただくため、調査票に写真を掲載。 

○実施計画について 

・実施計画説明会 10/2、ヒアリング 10/29～11/7 

部長査 11/20、理事者査定 11/26～11/28、内示 12/3 

○行政評価について 評価手法の見直しを実施。 

・既存の評価シートを廃止し、「主要な施策の成果に関する

説明書」を評価シートとした。 

・評価指標の廃止。 

・総合計画の「成果指標」、総合戦略の「KPI」の達成状況を

一覧表にまとめ公表。 

・外部評価において、評価対象事業の所管課長と直接議論で

きる仕組みとした。 

・内部評価、外部評価、総合評価を実施後、評価結果をＨＰ

と市報で公表。 

○オープンデータの推進 

・所管課が保有するアンケート結果等を収集・集約してＨＰ

で公表。 

【成果等】 

・総合戦略中間年度における各課ヒアリング実施により、各

事業の進捗率を把握し、改善点を明確にすることで総合戦

略・総合計画の推進に繋がった。 

・行政評価手法の見直しを行ったことから、各課の事務負担

を削減するとともに、事業の成果や課題が明確となった。 

【今後の方向性】 

・総合戦略最終年度に向け、目標達成に推進する。 

・総合計画の推進に向け、実施計画、行政評価を活用し、総

合計画推進に取り組む。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 中小企業金融対策事業 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

762,627,140 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,640,700 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
20,986,440 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

預託金 740,000,000 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 

(預託金) 
740,000,000 

一般財源 22,627,140 

 

 

【事業目的】 

 市内企業のほとんどを中小企業・小規模事業者が占めてお

り、個人商店から中規模工場、サービス業など業態は実にさ

まざまである。 

公的機関の政策として、事業の発展や経営の安定のために

商工団体、金融機機関等と連携し資金調達等が円滑に調達で

きるよう支援していく。 

 

 

【実績】 

○千曲市中小企業振興資金あっせん状況 件数：124件 

金額：592,170千円 保証料補給額：18,009千円 

 

○長野県中小企業振興資金あっせん状況 件数：13件 

金額：163,100千円 保証料補給額：2,946千円 

 

○商工貯蓄共済制度資金借入金 保証料補助金 件数：6件 

補助金額：30,560円 

 

 

【成果等】 

○市内金融機関への預託により、円滑な融資を実施した。 

○県信用保証協会への保証料補給を行い、企業の融資保証料

の負担軽減を図った。 

○中小企業・小規模事業者への円滑な資金支援は、地域経済

や雇用などに大きな影響があり、間接的に地域を支えてい

る。 

 

 

【今後の方向性】 

企業等の運転資金や設備資金等の資金繰りは、低金利のた

め金融機関の融資を多く利用する傾向にあるが、本市は製造

業の割合が高く、世界経済等に影響を受けやすい産業形態で

あるため、商工団体、金融機関等と連携した政策を引き続き

行い、社会情勢に合う政策支援を行う。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 土地区画整理事業 担当課名 地域開発推進室 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

49,667,781 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,469,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 298,381 

役務費  

委託料 43,900,400 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 49,667,781 

 

 

【事業目的】 

・人口減少や地域経済の縮小に対し、屋代地区を「広域交流

拠点」と位置付け、高度な土地利用の実現による新たな「ま

ちづくり」と産業基盤整備による広域的な経済波及効果の

創出を狙う。 

 

 

【実績】 

1） 土地区画整理事業化調査業務委託 

・屋代地区の開発手法・整備計画及び事業フレームシミュ 

レーションを作成した。 

2） 総合波及効果詳細調査事業業務委託 

・中間報告による県内外アンケート、経済波及効果、事業

者ヒアリング、先行事例等の報告を受けた。 

3）雨水計画基本検討における業務委託 

 （諸元設定・雨水施設計画・段階整備計画） 

 ・屋代地区の開発により周辺に与える雨水の影響を調査 

した。 

4）地質調査業務委託 

5）土地区画整理事業整備計画案策定業務委託 

6）都市計画道路一重山線概略設計及び交差点予備設計 

業務委託 

 ※4）～6）業務完了前により実績報告を省略する。 

7）屋代地区土地区画整理組合設立準備会 

・平成 30年度：5回開催 

8）地権者報告会 

・平成 30年度：1回開催 

 

 

【成果等】 

・開発手法が決定された。 

・整備計画（案）と概算事業費を作成した。 

・課題の掘り起しが検討された。 

 

 

【今後の方向性】 

・開発事業費の縮減について検討する。 

・課題解消・関係手続の時間短縮に向けた調整をする。 

・今後の調査結果による影響を精査する。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 スマート IC整備事業 担当課名 地域開発推進室 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

22,109,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,469,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 16,640,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 22,109,000 

 

 

【事業目的】 

・千曲市の上位計画では屋代地区の大規模開発を「広域交流

拠点」と位置付けており、高速交通網を活かした「交通の

要衝」として機能強化するにはスマート ICの設置が必要

である。 

 

 

 

【実績】 

1）スマート IC詳細検討業務委託 

・（仮称）屋代スマート IC予備設計と概算事業費を 

作成した。 

2）関東地方整備局とのスマート IC相談会 

・平成 30年度：1回開催 

 

 

 

【成果等】 

・屋代地区広域交流拠点に必要なシンプルで機能的なスマー

ト ICの予備設計を作成した。 

・スマート IC事業化に向けた課題の洗い出しを行った。 

    

 

 

【今後の方向性】 

・事業費の縮減と軟弱地盤対策に向け、関係機関と協議 

 する。 

・設置申請における課題の早期解消とスケジュール調整 

 をする。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 企業立地推進事業 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,210,522 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金  

報償費  

旅費 347,960 

需用費 126,662 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
1,400 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,210,522 

 

 

【事業目的】 

人口減少や地域経済の縮小が懸念される中、自主財源の涵

養は、豊かな市民生活の実現や健全な行財政運営に欠くこと

ができないものであり、そのためには、産業経済基盤の確立

が重要である。 

このため、本市の「強み」などを活かし大型商業施設誘致

や企業立地を促進し、人が賑わい、活力がみなぎるまちづく

りを進める。 

 

【実績】 

○公民連携 雨宮産業団地造成事業の進行 

・土地売渡承諾書の取りまとめ（平成 30年 4月完了） 

・土地売買契約に関する事前説明会開催（平成 30年 9月） 

・第 23～35回地権者役員会の開催 

○屋代地区まちづくり支援事業 

・企業需要動向調査の実施（3月 22日～4月 19日） 

○企業立地個別案件の相談・対応など 

・相談件数：30件 

 

【成果等】 

○公民連携 雨宮産業団地造成事業は、「農業地域への産業

の導入の促進等に関する法律」に基づく実施計画を長野県

の同意を得て策定し、農振農用地の除外を行い、農地転用

が許可され、次年度は契約手続き、登記手続き、開発工事

等が進行される。 

○企業立地に向け、情報提供から相談・対応し、随時、間

接的・直接的支援など行っている。 

工場立地系助成認定 

事業の種類 認定 事業費（円） 

工場等用地取得

(賃借)事業 

新規事業 1 41,100,000 

増設事業 2 12,406,216 

工場等設置事業 新設事業 1 373,965,120 

空き建物活用事業 4 21,681,442 

 8 449,152,778 

 

【今後の方向性】 

○雨宮産業団地造成事業は、大和ハウス工業㈱と連携・協力

し活力がみなぎる団地づくりを進める。 

 

○金融機関や長野県東京事務所などと立地情報を共有し、企

業を訪問すなど連携をとりながら積極的に進める。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 新規就農者・担い手確保対策事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

12,788,336 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,640,700 

賃金  

報償費  

旅費 48,540 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
11,099,096 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 10,843,096 

地方債  

その他 30,000 

一般財源 1,915,240 

※その他財源＝就農相談会参加費助成金 

 

【事業目的】 

 就農相談の実施による新規就農者の確保と交付金の交付

等による就農者の支援により、当市農業の次代を担う人材の

確保･育成を行う。 

 

 

【実績】 

 ①就農相談会 

 ・長野県市町村ＪＡ合同就農相談会(新宿) 7名面談 

 ・マイナビ就農フェスト(新宿)      4名面談 

 ・ＵＩＪターン応援フォーラム(東京)   4名面談 

 ②市内における就農相談対応        27件 

 ③農業次世代人材投資事業(経営開始型)交付金 

                               8名 7組 

 ④市単新規就農支援事業(機械導入)交付金  1件 

 

 

【成果等】 

 H27～H31年度の 5 ヵ年で、新規就農者を目標毎年 1 名以

上としてきた。 

 新規就農者数は、H30年度は 0名だったが、H27～29年度

で計 6名。 

 

 

【今後の方向性】 

・就農相談の実施の強化。 

・新規就農者への各種交付金等による支援。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 ワインぶどう栽培促進事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,491,880 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,281,400 

賃金  

報償費  

旅費 23,480 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,187,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 195,000 

一般財源 6,296,880 

※その他財源＝イベント参加料 

 

【事業目的】 

 ワイン用ぶどうの栽培振興を通じ、遊休荒廃農地の発生防

止及び担い手の確保を図る。 

 

 

【実績】 

・栽培講習会 4回実施 

 ・ワインぶどう研究会試験圃場産ぶどう収穫 930kg 

・千曲市産ワインＰＲイベントの開催 

 ・共同育苗施設の運用 2,279本育苗 

 ・支柱等に対する助成 7件 2,087,000円 

 ・栽培面積 5.1ha 

 

 

【成果等】 

 ・栽培面積が 3.5haから H30年度は 5.1haとなった。 

 ・試験圃場でのぶどうの収量は、H29 年度は 305kg、H30

年度は 930kgとなり、ワインの出荷は H30が 240本、H31

が 877本となった。 

 ・千曲市産ワインのお披露目会及び第１回千曲市産ワイン

を楽しむ会を開催した。(参加者 60名) 

 

 

【今後の方向性】 

・苗木や支柱の導入などの助成。 

・更なる千曲市産ワインのＰＲ。 

・ワイナリー建設に向けての研究。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 あんず振興事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,494,646 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,281,400 

賃金  

報償費  

旅費 266,190 

需用費 341,089 

役務費  

委託料 3,529,740 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
1,076,227 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 3,011,000 

地方債  

その他  

一般財源 5,483,646 

 

 

【事業目的】 

 千曲市におけるあんずの栽培は、生産者の高齢化や担い手

不足などに伴い、あんずの木の伐採などで農地や里山の荒廃

化が進んできており、産地維持が大きな問題となってきてい

る。 

 そこで、園地整備の支援やあんずのブランド化により、高

付加価値化を図り、あんず全体の底上げを目指す。 

 

 

 

【実績】 

・あんずの苗木の購入及び園地整備等に対する補助金 

 13件 718,000円 

・あんずのプレミアム化に伴い、特殊フィルムを使った鮮度

保持試験研究により、冷蔵下で 10 日前後鮮度保持ができ

ることを確認。 委託料 2,534,760円 

・主に首都圏での販売求評活動により、新たな販路の開拓や

商談が成立。 

 

 

【成果等】 

 銀座ＮＡＧＡＮＯ等を始めとする首都圏での求評活動を

通じ、幅広い世代にＰＲをすることで認知度を高め、あんず

振興の底上げ効果が期待できる。 

 

 

 

【今後の方向性】 

・Ｒ１年度は、生食用あんずプレミアムハーコット「杏月」

を中心に、首都圏で試験的に販売し、来年度以降の本格的

な販売を目指す。 
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 重点施策   第二 ≪産業の振興≫ 

事 業 名 花卉振興事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,511,622 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,640,700 

賃金  

報償費  

旅費 100,600 

需用費 79,122 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
1,691,200 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,511,622 

 

 

【事業目的】 

 千曲市の花卉栽培の振興により、遊休荒廃農地の解消及び

担い手の確保を図る。また、2020 年東京オリンピック・パ

ラリンピックでの表彰などの活用に向け、認知度向上を図

る。 

 

 

 

【実績】 

・千曲川ハーフマラソンにて、トルコギキョウの会場への展

示と表彰用ブーケを贈呈。 

・国際フラワー＆プランツ(ＩＦＥＸ)に千曲市としてブース

を出展。 

・花卉生産者団体への助成。1,000,000円 

 

 

 

【成果等】 

・日本最大の花の展示会であるＩＦＥＸに出展したことで、

トルコギキョウの認知度の向上を図った。 

・千曲川ハーフマラソンにおいても、トルコギキョウの会場

での展示、ブーケの贈呈をしたことにより、市内外の人た

ちへの認知度向上を図った。 

 

 

 

【今後の方向性】 

・花卉生産者への支援により、花卉栽培の維持を図る。 

・東京オリンピック・パラリンピックでの活用に向け、更な

る認知度向上を図る。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て世代包括支援センター事業 担当課名 こども未来課・健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,093,800 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,093,800 

 

 

【事業目的】 

○妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、妊産

婦や保護者の相談に保健師等（母子保健コーディネータ

ー・子育てコーディネーター）の専門職員が対応するとと

もに、必要な支援の調整や関係機関と連携するなどして切

れ目のない支援を提供する。 

このような取り組みにより育児不安の解消や児童虐待の

予防を図る。 

 

 

【実績】 

○センターの望ましい体制や庁内関係部署の役割と位置づ

けについて関係部署による打ち合せ会議を開催した。 

平成 30年度 5回開催 

○先進地視察 

平成 30年度東京都調布市 

（調布市子ども家庭支援センターすこやか） 

○子育てコーディネーター（利用者支援専門員）配置に向け

た研修を受講し、子育て支援センター全職員が修了となっ

た。（8名） 

 

 

【成果等】 

○関係各課と具体的な協議、検討を進め、令和元年 9月の新

庁舎開庁にあわせ事業実施が行えるよう体制を整えた。 

 

 

【今後の方向性】 

○令和元年 9月の新庁舎開庁にあわせ事業開始。 

○センター関係部署への専門職の配置も含め、専門性の向上

を図っていく。 

○関係部署との連携の仕組みや情報共有のあり方の検討を

引き続き行っていく。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て応援アプリ運用保守委託事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

806,100 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 259,200 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 806,100 

 

 

【事業目的】 

○子育て応援アプリを活用し、子育てに関する情報を一元化

し、子育て世帯に情報発信を行う。 

 ・内 容 

妊産婦と子どもの健康データの記録・管理や予防接種

のスケジュール管理、出産・育児に関するアドバイス、

発達段階や子育てにまつわる記念日を写真やメッセ

ージと共に記録し、子どもの成長・発達の目安として

の役割も備える「できたよ記念日」など便利な機能が

充実している。 

 

 

【実績】 

○平成 29年 8月より運用、提供開始  

○こども未来課の子育て支援情報を追加更新した。 

○アプリ登録者数 374名 

 

 

【成果等】 

○子育て世代が抱える不安等の解消や、市ホームページとリ

ンクした子ども関連の支援施策の情報を閲覧できるよう

にしたことでより一層の情報提供ができた。 

 

 

【今後の方向性】 

○定期的に機能改修、アップデートを進めながら、改めて周

知に努め、登録者を増やすことによって子育て世代が抱え

る不安等の解消やホームページとリンクした子ども関連

の情報発信に努める。 

○行政のほか、子育てサークル等からもアプリを利用した情

報発信が行えるようにする。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 
地域で支える“ひとり親家庭”サポート事業

（協働事業） 
担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,751,772 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 2,657,972 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 967,000 

地方債  

その他  

一般財源 2,784,772 

 

 

【事業目的】 

○一般的にひとり親家庭は経済的困難を抱えることが多く、

食事や家庭学習が不十分とされている。また、精神面でも

不安定な状況も多い。このため、貧困や孤立といった厳し

い生活の現実を抱えがちなひとり親家庭の子ども対象に、

学習支援や食事の提供を通じて、貧困の連鎖や孤食の解消

を目的とし、公共施設を利用し安心できる居場所づくりを

行う。 

 

【実績】 

○屋代公民館・・・労協ながの 

 月 2回（第 2・4土曜日）年 24回開催。 

参加児童 55名 

 事業費・・934,705円（市委託料 934,705円） 

  

○稲荷山公民館・・・まちの学校 

 月 2回（第 1・第 3土曜日）年 24回開催。 

 参加児童 76名 

 事業費・・723,267円（市委託料 723,267円） 

 

○戸倉創造館・・・長野県ＮＰＯセンター 

 月 4回（毎週第 1・3水曜日、第 2・4土曜日） 

年 47回開催。参加児童 322名 

 事業費・・1,000,000円（市委託料 1,000,000円） 

 

【成果等】 

○学習支援や食事の提供、また、レクリエーションなどを通   

 じ、子どもが安心して過ごせる居場所づくりとしてひとり 

親家庭への支援ができた。 

 また、教員 OBや民生児童委員等のボランティアにより、

参加する子どもが日々の悩みを相談するなど子どもに安

心感が生まれる居場所となっており、高校受験対策にも対

応したほか、学校の授業のフォローなど学習支援のニーズ

にも答える場となった。 

 

【今後の方向性】 

○ひとり親家庭に限定せず、民間主導型の子どもの居場所作

りとしていく。 

○継続的、かつ安定的な事業運営が必要であるため、地域や

社会全体が理解を深め、ボランティアや財源の確保などが

必要である。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 産前産後ヘルパー派遣事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

546,900 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 546,900 

 

 

【事業目的】 

○産前・産後の体調不良のため、育児や家事の支援を必要と

する家庭に訪問して、家事や育児に関するお手伝いを行

う。 

・内容 

利用できる方は、千曲市に住所を有する妊産婦で、他に

日中の家事又は育児を行う者がいない世帯のうち、以下

のいずれかに該当する方。 

    ・妊娠届を提出した妊婦 

    ・出産後 6か月未満の方 

    ・多胎児を出産後 12か月未満の方 

    ・市長が特に必要と認めた方 

 

 

【実績】 

○千曲市産前産後ヘルパー派遣事業実施要綱を制定し、市内

４ヶ所の事業者と契約。平成 30年 3月 1日から事業開始。 

○関係する相談窓口においてサービスを必要とする世帯へ

の制度の周知を行った。 

登録者数 1名  

     

 

【成果等】 

○平成 30年度利用実績はなかったが、関係する相談窓口に

おいてサービスを必要とする世帯への制度の周知に努め、

利用の促進を図った。 

 

 

【今後の方向性】 

○各相談窓口のほか、産婦健康診査事業、産後ケア事業など

の関係部署と連携し、サービスを必要とする妊産婦の情報

を共有し、利用者の拡大に努める。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 
病児・病後児保育施設整備事業及び 

病児・病後児保育事業 
担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

8,804,513 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 8,257,613 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,800,000 

県支出金 1,800,000 

地方債  

その他  

一般財源 5,204,513 

 

 

【事業目的】 

○病中・病後の子どもを預かることにより、子育て世代の育児

と仕事の両立を支援する。 

 

 

【実績】 

病児・病後児保育室を平成 28年 3月 1日利用開始 

○平成 30年度利用実績 

 ＊登録者数 241名（うち市外 47名） 

＊利用児童数 42名（うち市外 12名）利用料金 33,400円 

 

 

【成果等】 

○制度の周知により登録者を増やすことに努めた結果、平成 29

年度（158人）から平成 30年度（241人）と増やすことがで

きた。 

○就労している保護者を支援することができた。 

  

 

【今後の方向性】 

○子育て世代が子育てと仕事を両立するため、いざというとき

に利用できるよう、子どもを預けやすい環境づくりや登録者

の拡大に努める。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て短期支援事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,551,200 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 457,400 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 152,000 

県支出金 152,000 

地方債  

その他  

一般財源 1,247,200 

 

 

【事業目的】 

○ショートステイ事業は、体調不良等により保護者が児童を

養育することが困難になった場合又は経済的な理由等に

より、児童福祉施設において一定期間母子等の養育又は保

護を行う。 

・内容 

 入所対象者は、千曲市内に住所を有する満 18歳に満た    

 ない児童で、保護者が下記の理由で児童の面倒を見られ

ない場合。 

  ・病気又は負傷 

  ・育児疲れ、慢性疾病児の看病疲れ、育児不安等 

  ・出産、看護、事故、災害失踪等 

  ・公的行事への参加 

○トワイライトステイ事業は、仕事などの都合で保護者が児

童を養育することが困難になった場合、その他緊急の場合

に児童福祉施設で一時的に児童を預かる。 

 ・内容 

  入所対象者は、千曲市に住所を有する概ね 1歳以上の児 

  童で、保護者が仕事等の理由により平日の夜間又は休日  

  に不在となる家庭の児童。 

   

【実績】 

○千曲市子育て支援ショートステイ事業実施要綱を制定し、

児童養護施設恵愛（平成 29年 7月 1日開始）及び善光寺

大本願乳児院（平成 30年 2月 20日開始）と契約し実施し

た。 

   登録者数 11名、延べ日数 72日（昨年 25日） 

 

○千曲市子育て支援トワイライトステイ事業実施要綱を制

定し、児童養護施設恵愛（平成 29年 7月 1日開始）と契

約し実施した。 

   登録者数 5名、延べ日数 57日（昨年 3日） 

 

【成果等】 

○制度の周知により、利用述べ日数は昨年より増加した。 

○保護者が安心して子どもを預けられる場所があることで、

育児疲れや不安の解消など保護者の負担を軽減すること

ができた。 

  

【今後の方向性】 

○関係部署と情報共有しながら、サービスを必要とする児童

等を把握し、制度の周知に努める 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 マタニティタクシー利用料金助成事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,626,184 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 75,384 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
457,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,626,184 

 

 

【事業目的】 

○妊婦のタクシーの利用料金を助成することにより、妊娠期の

身体的、経済的な負担を軽減することにより、妊婦の生活と

出産を支援する。 

 

 

【実績】 

○平成 27年７月１日制度開始。 

 

 ＊申請件数＝378件（378件×14枚/冊＝5,292枚） 

 ＊利用者数＝126名 

 ＊利用実績＝457,000円（914枚分。タクシー会社へ支払い） 

 ＊その他経費＝75,384円（助成券印刷代ほか） 

 

 

【成果等】 

○申請件数の 33.3％の方が利用されたことで、妊産婦が外出す

る際の負担が軽減された。 

 

 

【今後の方向性】 

○本事業は、車社会の中で、利便性から必ずしも全ての妊婦が

必要とするわけではないが、いざというときに安心して利用

していただく代替手段として制度の周知に努める。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 子育て支援活動費補助事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

596,900 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
50,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 596,900 

 

 

【事業目的】 

○子育てサークル等の活動を活性化させ、子育て支援の充実を

図る。 

 

 

【実績】 

○平成 28年７月１日制度開始。 

 ＊制度利用団体＝１団体 

 ＊補助金額     ＝50,000円 

 

 

【成果等】 

○子育て支援に関わる団体の活動を支援することにより、子育

て支援の充実を図ることができた。 

 

 

【今後の方向性】 

○利用件数が増加するように制度の周知に努める。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 赤ちゃんSA(ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ)整備事業 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

546,900 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 546,900 

 

 

【事業目的】 

○おむつがえや授乳のための設備を有する施設を「赤ちゃんＳ

Ａ（サービスエリア）」として登録、明示し、乳幼児を伴う外

出を支援する。 

 また、赤ちゃんＳＡの設備を整備するための費用に対し補助

金を交付し、赤ちゃんＳＡの普及を促す。 

 

 

【実績】 

○平成 30年度末登録施設数  24施設 

○平成 30年度補助金交付実績 なし 

 

 

【成果等】 

○乳幼児を抱える子育て家族の外出を支援することができた。 

 

 

【今後の方向性】 

○登録数を増やし、子育て応援アプリ等で周知することで、子

育て家族の外出を支援し、より利用しやすい環境づくりを進

める。 

○登録数を増やすため補助制度を周知する。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 幼稚園保育料（授業料）多子世帯特別補助事業 担当課名 保育課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,524,700 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
977,800 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,524,700 

 

 

【事業目的】 

○多子世帯の保育料に掛かる経済的負担の軽減を目的とし

て、引き続き幼稚園通園者の保育料（授業料）の軽減を市

単独事業として行う。 

 ・内容 

    18歳未満（4月 1日現在）で同一世帯のきょうだい

のうち、第 2子以降の園児を対象に保育料の半額を

目安に補助する。幼稚園就園奨励費が該当しない家

庭も要件に該当する場合は対象とする。 

 

 

【実績】 

○補助金支出額 977,800円 

※上記支出は、幼稚園就園奨励費補助金 25,440,750 円の

支出に含まれている。 

 

○対象園児数  16人 

 

 

【成果等】 

○幼稚園に通園する多子世帯（16 世帯）の経済的負担軽減

が図られた。 

 また、比較的収入の少ない、若年層世代の経済的負担の 

軽減も図られている。 

 

 

【今後の方向性】 

○保育園を利用する保護者と同様に、多子世帯の経済的負担

の軽減を図っていく。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 多子世帯保育園保育料の市単独軽減事業 担当課名 保育課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

546,900 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 546,900 

 

 

【事業目的】 

○多子世帯の保育料に掛かる経済的負担の軽減を目的とし

て、引き続き保育園通園者の保育料の軽減を行う。 

 ・内容 

国の保育料軽減制度（複数同時通園第 2 子半額、第 3

子無料など）の対象とならない児童の保育料について、

同一世帯の 18歳未満のきょうだいのうち、上から数え

て 2人目以降の場合に保育料を半額とする。 

  

 

【実績】 

○保育料減額分 77,751,050円 

   

○対象園児数  542人 

   

 

【成果等】 

○保育園に通園する多子世帯（542世帯）の経済的負担軽減

が図られた。 

 また、比較的収入の少ない、若年層世代の経済的負担の 

軽減も図られている。 

 

【今後の方向性】 

○3 歳未満児の入園増加に伴う保育士の増員体制を整える

ことが今後の課題である。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 
私立保育園(保育室増築)整備費補助事業 

（徳応院保育園） 
担当課名 保育課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

31,525,800 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
30,432,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 20,288,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 11,237,800 

 

 

【事業目的】 

○増え続ける未満児保育需要の受入枠の拡充と、定員を超え

た保育状況を解消する為に、徳応院保育園の未満児保育室

の増築を、国の保育所等整備交付金を活用し、建設費の一

部補助を行う事により施設の充実を図る。 

 

 

【実績】 

○平成 30年 7月末に新園庭（延面積 2499.87㎡）完成 

○平成 31年１月末、未満児保育室（延面積 127.07㎡）完成 

○平成 30年 4月、定員変更及び保育開始 

○補助金額      30,432,000円 

 ・国庫支出金  20,288,000円 1/2補助 

 ・市補助   10,144,000円 1/4補助 

 

○未満児保育室の増築工事概要 

・鉄骨造    1階建て 

・延べ床面積  127.07㎡ 

 ・総事業費          69,444,000円 

   内：未満児保育室増築工事 48,060,000円 

内：園庭築造工事         16,200,000円 

内：設計等監理費          5,184,000円 

 

 

【成果等】 

○未満児保育室増築に伴い平成31年4月から定員を70名か

ら 90名に変更し保育を開始し、定員超過が解消された。 

○未満児保育室の増築により多目的室による未満児保育が

解消され0.1歳児は増築棟の保育室を使用し2歳児は既存

の未満児保育室での保育が可能となり安心・安全な保育が

可能となった。 

○未満児 20名の受け入れ枠が拡充した。 

 

 

【今後の方向性】 

○完了 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 千曲市三世代同居近居促進事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

19,393,800 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
18,300,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 19,393,800 

 

 

【事業目的】 

三世代での同居や近居による家族の支え合いにより、子育て

しやすく、親世代の「見守り」がしやすい住環境を整備する

ために実施する住宅の新築、取得、建替、増築、改修等の費

用の一部を助成する。 

 

 

【実績】 

平成 30年度実績 

（平成 30年 4月 2日～平成 31年 3月 29日） 

交付件数 52件 

同居 26件（転入 16件）、近居 26件（転入 11件） 

交付金額：18,300,000円 

※H29年度 20件（同居 11件、近居 9件） 

H29年度からの合計 72件（同居 37件、近居 35件） 

○総合戦略進捗率：180％(目標値 40件(H31年度)) 

○総合計画成果指標：120％(目標値 60件(H31年度)) 

 

 

【成果等】 

子育て世代の経済的負担軽減、親世代の「見守り」がしやす

い住環境の整備に繋がった。 

 

 

【今後の方向性】 

補助金に関しては、一度予算化されると事業実績による効

果を評価しないまま交付し、長年にわたり事業を継続するケ

ースもある。 

本補助事業も目標値を達成していることから、終期を設定

するのか、あるいは、施策を推進するため長期継続していく

のか検討しなければならない。 
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 重点施策   第三 ≪子育て支援施策の推進≫ 

事 業 名 母子保健事業 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

84,361,791 

節 別 内 訳（円） 

報酬 3,157,100 

給料､ 

職員手当等 
30,626,400 

賃金 4,174,060 

報償費 72,000 

旅費  

需用費 880,261 

役務費 174,552 

委託料 41,579,150 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 52,164 

負担金､補助 

及び交付金 
3,646,104 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 84,361,791 

 

 

【事業目的】 

○乳幼児期から生涯を通じた健康づくりの推進及び母子の

健康の保持増進をはかる。 

 

【実績】 

1妊娠届者数 358人（母子健康手帳・妊婦一般健康診査受診

券交付） 

2たまご教室（妊婦教室）  64人（延） 

3妊婦歯科検診 101人 （受診率 28.2%） 

4各種乳幼児健診・離乳食相談受診者2,482人（受診率98.3%） 

5育児相談利用者  574人（延）  

6個別心理・言語相談 194人（延） 

7すくすく広場（フォロー教室参加者）230人（延） 

8わかば支援事業（不妊治療助成）33件 

9赤ちゃん訪問 355件 （訪問済 367人（双子・転入含）） 

 ＊早期対応等ハイリスク者訪問 61件（再掲）  

10こどもノート配布 455件 

＊入院、里帰り等で赤ちゃん未訪問は 3 か月児健診で配

布・2歳半健診前までの転入者に配布 

 

【成果等】 

○乳幼児健診・離乳食相談の受診率は 98.3％と高く、乳幼

児の健康保持、発育発達の支援につながるよう実施した。 

個別心理・言語相談、すくすく広場等での発達等のフォロー

事業は、児の成長にあった関わり方等の支援と、母親の育児

不安の軽減など、児の発達を促す支援をおこなった。また、

必要に応じて関係機関と連携をとり、切れ目ない支援につな

がるよう実施した。 

 

【今後の方向性】 

○保護者が子供の成長・発達を理解し、望ましい接し方、生

活習慣・食習慣について考え、よりよい育児ができるように

保健指導に取り組む。 

 妊娠、出産、育児期の切れ目ない健康支援が深まるように

関係機関と連携を図る。 
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 重点施策   第四 ≪高齢者福祉施策の推進≫ 

事 業 名 法人後見推進事業 担当課名 高齢福祉課・福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,832,626 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
30,626 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 2,802,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,832,626 

 

 

【事業目的】 

判断能力が不十分な認知症高齢者や障がい者の尊厳が保

障され安心して暮らせる環境づくりのため、経済的困窮等に

より成年後見制度の活用が困難な方等に対して、円滑に制度

が利用できる体制を確保し権利擁護等を図る観点から、成年

後見人等受任体制の整備等に対しての支援に取り組んだ。 

 

 

 

【実績】 

・千曲市社会福祉協議会が民法に規定する成年後見人等の受

任体制（法人後見）の整備を行い、成年後見人等の受任を開

始するとともに、整備等に対しての補助を実施した。 

・家庭裁判所の審判による法人後見受任人数 

 高齢者３名、障がい者２名（平成３１年３月末現在） 

 

 

 

【成果等】 

経済的に専門職（弁護士・司法書士等）での成年後見人等

対応が困難な方とともに、若年で長期的に成年後見人等によ

る支援が必要な方等の制度利用につながり、認知症高齢者や

障がい者の権利擁護を図ることができた。 

 

 

 

【今後の方向性】 

制度の利用が必要であるが経済的にも困窮する認知症高

齢者や障がい者が今後も増加していくと見込まれるため、成

年後見人等の確保・育成について関係機関を含めて検討を図

る必要がある。 
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 重点施策   第四 ≪高齢者福祉施策の推進≫ 

事 業 名 生活支援体制整備事業（介護保険特別会計） 担当課名 高齢福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,175,405 

節 別 内 訳（円） 

報酬 60,000 

給料､ 

職員手当等 
6,015,900 

賃金  

報償費  

旅費 50,120 

需用費 49,385 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 61,409 

県支出金 30,705 

地方債  

その他 30,705 

一般財源 6,052,586 

 

【事業目的】 

 高齢となっても、可能な限り住み慣れた地域で在宅生活が

続けられるよう、地域の中に高齢者の生活支援・介護予防サ

ービスの体制整備を推進する。 

 

【実績】 

 課内に係の枠を越えた「生活支援体制整備事業推進チー

ム」を発足。市内７地域で多職種による「高齢者を支える地

域づくり」と題した話し合いの場（模擬協議体）を開催。ま

た、８月には全市民を対象とした事業説明（講演）会を開催

し、約 100名の参加があった。 

年度中に生活支援コーディネーターを配置（第１層・市職

員）し、第２層コーディネーターを公募したところ、４名の

応募があった。あわせて、関係機関の協力を仰ぎ、協議体設

置（第１層）に目途が立った。 

 

【成果等】 

平成 30年度の取組により、以下のとおり今後の事業推進

体制が整いつつある。 

１ 生活支援コーディネーター 

担当圏域 氏 名 所 属 

第１層 全 市 市川 遼 市高齢福祉課 

第２層 

更埴川東 ― ― 

埴 生 若月 大樹 ｻｸﾗﾎﾟｰﾄ埴生 

更埴川西（稲） 小池 啓子 民生児童委員 

更埴川西（八） 佐々木 孝一 ｻｸﾗﾎﾟｰﾄ八幡 

戸 倉 松木 信治 戸倉ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽゆいっこ 

上山田 ― ― 

２ 協議体 

全体協議体（第１層） 

・社会福祉法人 千曲市社会福祉協議会 

・公益社団法人 更埴地域シルバー人材センター 

・千曲市介護保険事業者連絡協議会 居宅(ケアマネ)部会 

・高齢福祉課 生活支援体制整備事業推進チーム 

・千曲市第２層生活支援コーディネーター 

地区協議体（第２層） 

― 

 

【今後の方向性】 

 本取組は多くの市民の理解と協力を必要とするため、一朝

一夕に事業効果を期待するのは難しい。しかし、高齢者人口

の増加に伴い、地域で高齢者を支える仕組みが必要であるこ

とから、引き続き事業が推進されるよう模索していく。 



- 26 - 

 

 重点施策   第五 ≪文化財の保護・継承と活用≫ 

事 業 名 松田家資料整備事業 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

65,153,430 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,469,000 

賃金  

報償費 145,750 

旅費 28,160 

需用費 580,349 

役務費 88,495 

委託料 719,512 

使用料及び 

賃借料 
446,364 

工事請負費 64,800 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
57,611,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 27,012,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 38,141,430 

 

 

【事業目的】 

・千曲市歴史的風致維持向上計画に基づき、八幡地区の活性

化を図る。 

・武水別神社神主松田家の建物を整備し、史料を広く公開 

 し、活用を図る。 

 

 

【実績】 

・平成 29年 9月の火災で類焼した、松田氏所有の斎館（市 

 指定文化財・歴史的風致形成建造物）の修理事業に補助 

 を行なった。 

・千曲市街なみ環境整備事業補助金交付要綱に基づき、 

 修理費の２/３の補助金を交付。なお、財源については 

 社会資本整備事業交付金の交付を受けた。 

 

 

【成果等】 

・火災被害からの一部復旧と、八幡地区の街なみ環境の整備 

 に寄与した。 

・市所有の松田家主屋等の再整備にあたり、松田家整備委員 

 会を２回開催し、整備の基本方針を検討した。 

 

 

【今後の方向性】 

・火災により事業を中断していた、松田家大門塀等の整備 

 工事を実施する。 

・松田家主屋等の再整備を実施する。 

・令和元年度 実施設計 

・令和２～３年度 整備工事実施 

・令和４年度一般公開に向けて事業を実施する。 
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 重点施策   第五 ≪文化財の保護・継承と活用≫ 

事 業 名 歴史文化基本構想策定事業 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,746,974 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,281,400 

賃金 1,152,000 

報償費 187,100 

旅費 124,440 

需用費 2,034 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,454,740 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,292,234 

 

 

【事業目的】 

・市内の文化財を体系的に網羅し、文化財保護・活用のマス

タープランとなる「千曲市歴史文化基本構想」を策定する。 

・平成 30年度から構想策定に着手し、令和 2年度を目標に 

 策定する。 

 

 

【実績】 

・市内にどのような文化財が残されているのか、文化財 

 調査員が過去に調査したデータの整理を行なった。 

・策定委員会、地域部会をそれぞれ２回開催し、構想策定に 

向けた協議を行った。     

・文化財調査員に補足調査を依頼した。 

 

 

【成果等】 

・紙ベースで残されていた、調査カード 2,064件をデータ化。 

・現状確認調査を実施し、360件の文化財の現状を把握した。 

・その他、広報写真や古写真、映像記録など 1,270点余りの 

 基礎整理が完了した。 

・市内の水源と酒造業について補足調査を実施中であり、 

 令和元年６月末に調査結果の報告をいただくこととした。 

 

 

【今後の方向性】 

・改正文化財保護法が平成 31年 4月 1日に施行され、 

 歴史文化基本構想から活用計画に移行するよう、文化 

 庁地域文化創生本部から指導があった。 

・今後、策定委員会で検討してまいりたい。 

・構想策定の経過や、市内文化財の概況について、地域 

 ごとのミニ企画展などを開催する。 
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 重点施策   第五 ≪文化財の保護・継承と活用≫ 

事 業 名 日本遺産認定に向けた取り組み 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,733,912 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費 66,360 

需用費  

役務費  

委託料 479,952 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,733,912 

 

 

【事業目的】 

・日本遺産認定を受け、地域の活性化を図る。 

 

 

 

【実績】 

・平成 30年 1月に 2回目の申請を行なったが、認定と 

 ならなかった。 

・日本遺産ストーリーの作成については、近畿日本ツー 

 リストに委託し、作成を行なった。 

・認定後の地域活性化計画については、信州千曲観光局 

 と協議・検討を行った。 

・申請案について、文化庁協議を２回実施し、指導を受けた。 

 

 

【成果等】 

・指導、協議結果を受け、「月」ではなく「絶景」をテーマ 

 としてストーリーを構成した。 

・平成 31年 1月に日本遺産認定申請を行なった。    

 

 

【今後の方向性】 

・日本遺産の認定は年々厳しくなっており、ストーリーの 

 ベースとなる構成文化財の精査が必要となってくる。 

・日本遺産認定は令和元年度が最後と見込まれる。 

・日本遺産認定となった場合、地域活性化計画について 

 観光局や観光交流課と詰めた協議が必要となる。 
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 重点施策   第六 ≪新庁舎等の建設≫ 

事 業 名 新庁舎等建設事業 担当課名 新庁舎建設室 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,282,552,100 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
16,407,000 

賃金  

報償費  

旅費 84,380 

需用費 163,048 

役務費 1,654,300 

委託料 4,316,760 

使用料及び 

賃借料 
318,492 

工事請負費 3,254,220,240 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,459,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
1,928,880 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 150,570,000 

県支出金 41,580,000 

地方債 2,640,600,000 

その他  

一般財源 449,802,100 

 

 

【事業目的】 

○新庁舎の建設により、市民サービスの向上と行政運営の効

率化を図る。また、老朽化の著しい更埴体育館と一体的に

整備することにより、防災拠点・緊急避難所等としての互

いの機能向上を目的としている。 

 

 

 

【実績】 

○更埴体育館及び立体駐車場の竣工、引渡しを受け、平成

30年 9月に供用開始した。 

○新庁舎は引き続き建設工事を進め、約 2か月の工期延長を

行い、令和元年 5月竣工となった。新庁舎開庁に向けて、

外構工事、新庁舎サイン工事に着手している。 

○新庁舎に移設して使用する什器の選定、新規購入する什器

の選定を行い、引越移転業者及び新規什器納入業者を決定

した。 

 

 

 

【成果等】 

○オフィス什器整備及び移転計画・監理等業務委託により、

新庁舎内のレイアウトを検証し、新規購入什器、移転対象

什器、OA機器の配置等に反映できた。 

○市民サービスの向上及び行政運営の効率化等に関する成

果ついては、新庁舎完成後（開庁後）の検証により明らか

になるものである。 

 

 

 

【今後の方向性】 

○新庁舎引渡し後、令和元年 8月の引越し、9月の全面開庁

に向けて、外構工事やその他関連事業（ネットワーク工事、

什器搬入設置、外部機関工事など）との綿密な調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 30 - 

 

 重点施策   第七 ≪市民と共に歩む市政≫ 

事 業 名 協働のまちづくり推進事業 担当課名 市民協働課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

17,640,382 

節 別 内 訳（円） 

報酬 47,250 

給料､ 

職員手当等 
4,922,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 41,248 

役務費  

委託料 5,336,044 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
7,293,840 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 967,000 

地方債  

その他  

一般財源 16,673,382 

 

【事業目的】 

○地域課題を市民とともに解決しながら、まちづくりを進め

るために、「千曲市協働のまちづくり行動計画」に引き続

き策定した「第 2期行動計画」の具体的な取組みとして、

『千曲市協働事業提案制度』をはじめとした協働のまちづ

くりを推進するために事業を実践する。 

【実績】 

○「千曲市協働事業提案制度」の実施 

●平成 30年度実施 継続事業 10事業 12団体 

           新規事業  3事業  3団体 

  うち、総合政策課関係（継続事業 2件） 

 ①市民活動交流センター開設・運営 

市民活動団体交流会『街まちミーティング』及び 

『街まちフェスタ』の開催 

  ・街まちミーティング 2回 参加人数 延 144人 

  ・街まちフェスタ   1回 参加団体  30団体 

来場者数 約600人 

 ②協働のまちづくり 市民・行政対話戦略事業 

  協働のまちづくりシンポジウム・協働のまちづくり 

プロジェクト会議「ちくま未来コラボカフェ」開催 

協働のまちづくりに対する職員の意識向上及び市民と 

行政がまちづくりをどのように進めていけばいいかを 

“協働”の視点で考えるワークショップ（合同会議）を   

開催した。年間 4回開催（20名／回） 

 ●平成 30年度募集 応募件数 1事業 1団体（市民テーマ型） 

           採択件数 1事業 1団体（市民テーマ型） 

  第九で市民の心をつなげよう 

  －音楽活動によるまちづくり－ 

※行政テーマ型 

『あんず生産 担い手発掘 事業』  応募件数 無 

【成果等】 

○協働事業提案制度も 3年目となり、定着してきている。市民

と行政が対等に協議できる場面が増えた。また、シンポジウ

ムやちくま未来コラボカフェでは、参加職員が市民との対話

や研修をとおし、ファシリテーション等の対話スキルを身に

つけることができた。 

○市民活動団体交流会の開催により、市民同士の交流と連携を

促進することができた。 

○協働に対する意識が若手職員を中心に向上している。 

【今後の方向性】 

○区・自治会との協働を意識した連携 

○職員の市民との対話におけるスキルアップ 

○職員の団体活動・イベント等への積極的参加 

○事業終了後（継続期間最大 3年）の双方による事業展開 
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 重点施策   第八 ≪財政運営と行政改革≫ 

事 業 名 財政運営と行政改革 担当課名 財政課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,759,928円 

節 別 内 訳（円） 

報酬 18,900円 

給料､ 

職員手当等 
6,562,800円 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 1,028円 

役務費  

委託料 1,177,200円 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 7,759,928円 

 

 

【事業目的】 

合併に伴う財政上の優遇措置が終了となるとともに、人口

減少・少子高齢化時代を迎えた厳しい財政状況の中、「公共施

設等総合管理計画」に基づく施設の統廃合を進めるほか、事

務事業の改善や歳出改革などの行政改革に引き続き取組み、

持続可能な行財政運営を目指す。 

 

【実績】 

普通交付税の減収見込みに伴い 9 億円の経費削減を目指す

「第 4 次行政改革大綱・特別対策プラン」では、自主的な取

組による削減額を含めると約 7億 6,500万円、進捗率 85％と

なった。 

また、公共施設の統廃合を進めるにあたり、市民の皆様に

公共施設等の現状や市が抱える課題を伝え、公共施設再編の

考え方、施設類型毎の再編の方向性などを示すため、10 月末

～11月初旬にかけ市内 4か所で市民説明会を開催した。そし

て「千曲市公共施設等総合管理計画」に基づく、「千曲市公共

施設再編計画」を策定し、公表した。市民説明会の他にも区

や各種団体から要請により説明会を開催した。 

 

【成果等】 

ガバメントクラウドファンディング（目的を限定した「ふ

るさと納税」の一種：猫去勢等手術補助金として2,571,900円）

や公共施設の命名権（ネーミングライツ：ことぶきアリーナ

千曲 平成30年度分-150万円 令和3年度までに900万円）に

より、新たな自主財源を生み出した。 

「千曲市公共施設再編計画」は、施設所管課においてR2年度

までに策定する「個別施設計画」の指針となるものであり、

計画策定に向け「橋渡し」が図れた。 

 

【今後の方向性】 

今後、厳しい財政運営に対応するため、さらに効率的な財

政運営が求められる。令和元年度が最終年の特別対策プラン

については、削減項目の多くが関係者・関係団体との調整や

合意形成を必要とする取組であり、残された期間内で削減目

標を達成するのが困難な状況であるが、関係機関内での意思

統一、課題と対策の洗い出しに加え、計画的かつ粘り強い取

組みが必要である。 

公共施設の具体的な統廃合等の計画となる「個別施設計画」

は施設所管課が策定することになるが、計画を順調に策定で

きるよう関係者及び関係機関との協議を、時には一緒に行い

ながら促進するとともに技術的な支援や情報提供を行う。  
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備 

事 業 名 国道及び県道整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,623,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,375,200 

賃金  

報償費  

旅費 135,800 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
112,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,623,000 

 

 

【事業目的】 

○国道 18 号坂城更埴バイパスの事業化区間の早期完成及び未

事業化区間の早期事業化を要望 

○国道 18号杭瀬下交差点の改良事業の要望 

○県道路整備の要望 

 

 

 

【実績】 

○平成 30年 8月 10日に、「新国道上田篠ノ井間建設促進期成同

盟会」で、県及び長野国道事務所に新国道上田篠ノ井間の早

期建設を要望した。 

○平成30年10月29日に千曲市単独で国に新国道上田篠ノ井間

の早期建設を要望した。 

○平成 30年 11月 7日に、「新国道上田篠ノ井間建設促進期成同

盟会」で、国に国道 18号バイパスの早期建設を要望した。 

○国道 18号杭瀬下交差点の改良事業については、用地交渉の支

援を行った。 

○県事業の「大町麻績インター千曲線」については、平成 30

年 11月 17日「大町麻績インター千曲線整備促進期成同盟会」

で扇平地区の開通式を行った。 

 

 

【成果等】 

○稲荷山～長野市篠ノ井塩崎間の（仮称）稲荷山トンネルの掘

削工事により平成 30年 11月 27日トンネルが貫通し、引き続

き地盤改良工事が行われた。 

○国道 18号杭瀬下交差点の改良事業については、主に対象箇所

の北側の用地取得を行った。 

○県事業の「大町麻績インター千曲線」について、扇平橋を 

 含めた道路整備Ｌ＝740ｍが、平成 30年 11月 17日に完成し

た。 

 

 

【今後の方向性】 

○国道及び県道整備については、引き続き国や県に対し要望を

行っていく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備 

事 業 名 姨捨スマート IC整備事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,796,820 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費 33,380 

需用費 374,558 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
141,282 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
60,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,796,820 

 

 

【事業目的】 

○姨捨スマート IC は市の西側の玄関口であり、フル規格化

に向けた段階的な実施により、温泉等の観光振興や地域企

業の経済活動へ寄与するとともに市民の利便性の向上を

図る。 

 

 

 

 

【実績】 

○24時間運用に向け「変更実施計画書」を作成。 

○姨捨スマート IC 地区協議会から 24 時間運用の承諾を得

た。 

 

 

 

 

【成果等】 

○平成30年6月1日姨捨スマートＩＣの24時間運用が実現

した。 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

○フル規格化推進に向けた段階的整備のうち、24 時間化が

実現し、第 2段階の全車種適用に向け、調査・研究を重ね、

関係各所と協議していく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備   

事 業 名 
社会資本整備総合交付金事業 

市道鋳物師屋寂蒔線整備事業 
担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

100,610,754 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
7,919,112 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
154,764 

工事請負費 92,458,800 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
78,078 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 50,746,000 

県支出金  

地方債 37,300,000 

その他  

一般財源 12,564,754 

 

 

【事業目的】 

都市計画道路千曲線として全体延長 9070ｍ間の鋳物師

屋・寂蒔地区 650ｍのバイパス区間であり、合併後の地域を

連絡する千曲市の主要幹線道路である。地域間を結ぶ円滑な

交通を確保し、地域の一体性の確保と均衡ある発展を目指

す。 

新庁舎建設に合わせ、本路線の沿線において店舗や分譲住

宅の開発等が盛んに行われており、交通量が増加し、未改良

区間付近の道路において、慢性的な渋滞が発生しているため

地域間を結ぶ安全かつ円滑な道路環境を確保する。 

 

【実績】 

仮設道用地借上 A＝386.3㎡ 

道路改良工事 L=241.3ｍ 

【内訳】車道 Aｓ舗装 A=1,670㎡、側溝工 L=222ｍ 

    歩道インターロッキング A＝213㎡ 

道路植栽工事 A=65㎡ 

【内訳】中木（ヤマボウシ）13本 

    低木（サツキツツジ）385本 

工作物移転補償 1件 

 

【成果等】 

平成 29年度の繰越予算により工作物補償等を実施すると

共に、残区間工事を完了させた。 

 

【今後の方向性】 

当該路線の開通に起因した交通形態の変化を注視し、適切

な対応をする必要がある。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(1)広域的な道路網の整備   

事 業 名 
社会資本整備総合交付金事業 

市道 1-21号線整備事業 
担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

82,229,116 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
6,475,296 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 64,142,400 

原材料費  

公有財産 

購入費 
5,273,990 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
6,337,430 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 41,555,000 

県支出金  

地方債 30,500,000 

その他  

一般財源 10,174,116 

 

 

【事業目的】 

都市計画道路千曲線として全体延長 9070ｍ間の 800ｍ区

間であり、合併後の地域を連絡する千曲市の主要幹線道路で

ある。 

近年は国道 18号、堤防道路の迂回路として利用されてい

ることから交通量は増加の一途をたどっており、地域の生活

道路、通勤通学路の、円滑で安全な交通の確保並びに地域の

一体性の確保と均衡ある発展を目指す。 

 

【実績】 

道路改良工事 L=179ｍ 

【内訳】 

函渠工 L=22ｍ、側溝工 L=90ｍ、管きょ工 L=21.5ｍ 

 

用地買収面積 2件 A=152.48㎡ 

 

工作物補償等 5件 

【内訳】電気工作物移転 2件、工作物移転 3件 

 

【成果等】 

平成 29年度の繰越予算及び平成 30度予算により、用地買

収・工作物補償等を実施し、残区間工事の改良工事を行ない、

千曲線の早期実現に向けて事業の推進を図った。 

 

【今後の方向性】 

千曲市の南北を結ぶ主要幹線であり、合併時の主要施策で

あることから、事業の進捗が滞ることのないよう交付金を確

保し、令和元年度も歩道・車道部分の完成、令和 2年度に植

栽工を実施し全体完成としたい。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(2)都市計画   

事 業 名 都市計画マスタープラン改定 担当課名 都市計画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,140,548 

節 別 内 訳（円） 

報酬 63,000 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費 3,108 

需用費 294,840 

役務費  

委託料 2,592,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,140,548 

 

 

【事業目的】 

 都市計画マスタープランの中間年次である平成 28年を経

過したことに伴う記載内容の更新及び見直し。 

※ 都市計画マスタープランとは、都市計画法第 18条の２

の規定に基づき定めた市の都市計画に関する基本的な方

針で、平成 21年８月に策定した計画。 

 

 

【実績】 

 当該計画策定後における社会情勢の変化や上位関連計画

の改定などを踏まえ、記載内容の更新及び見直しを行った。 

・土地利用計画策定委員会 ３回（意見聴取含む） 

・都市計画審議会 ３回（意見聴取含む） 

・長野県・関係機関協議 

・基本方針パブリックコメント 15日間 

・改定案パブリックコメント 32日間 

※市民から寄せられた意見 ８件 

 

 

【成果等】 

 上位計画である第二次千曲市総合計画や第二次国土利用

計画（千曲市計画）との整合が図られた。 

 また、都市計画マスタープランの一部である立地適正化計

画の内容も組み込むことができ、持続可能なまちづくりに向

けた将来有るべき市街地像を示す計画に改定された。 

 

 

【今後の方向性】 

 社会情勢やまちづくりの進捗に大きな変化が生じたとき、

都市計画の変更が生じたとき又は千曲都市計画区域マスタ

ープランや千曲市総合計画など上位関連計画等が変更にな

ったときは、市民参加により見直しを行っていく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(3)地域公共交通政策   

事 業 名 運輸通信対策事業 担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

127,492,724 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,281,400 

賃金  

報償費  

旅費 47,310 

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
788,612 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
23,462,120 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 3,474,837 

県支出金  

地方債 1,940,000 

その他  

一般財源 122,077,887 

 

 

【事業目的】 

持続可能な公共交通ネットワークの確保をめざし、「千曲市

地域公共交通網形成計画」（以下網形成計画）の策定を実施

する。 

 

 

【実績】 

「千曲市地域公共交通活性化協議会」内部に「網形成計画策

定部会」を設置して 7回部会を開催するなかで、「網形成計

画」を策定した。 

     

 

【成果等】 

・市民、事業者、行政がそれぞれの役割を果たし、まちづく

りと連携した、ターゲットを絞った計画となった。 

・利用環境の改善や利用促進策のみならず、住民の参画を促

す計画となった。 

 

 

【今後の方向性】 

・「網形成計画」に記載されている目標を達成するため、推

進事業を実施していく。 

・活性化協議会において、計画の進捗管理を行い、評価・検

証を実施していく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(3)地域公共交通政策   

事 業 名 しなの鉄道受託駅運営事業(1) 担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

17,587,626 

節 別 内 訳（円） 

報酬 12,599,568 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金 1,810,800 

報償費  

旅費  

需用費 723,917 

役務費 103,756 

委託料 36,083 

使用料及び 

賃借料 
125,902 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 17,587,626 

 

 

【事業目的】 

新幹線としなの鉄道の接続強化としなの鉄道駅でＪＲ切符

を購入できるようにして利便性を高める。 

 

 

【実績・成果等】 

・しなの鉄道(株)に要望を伝え、接続強化について協議を実

施した。 

・ＪＲ切符の購入については、協議が調い、ビジネスえきね

っとの屋代駅への配備を依頼した。 

 

 

【今後の方向性】 

・接続強化については、引き続き協議を継続していく。 

・ＪＲ切符の購入については、ビジネスえきねっと導入後の

周知方法について検討していく。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(4)しなの鉄道「戸倉駅」のバリアフリー化   

事 業 名 しなの鉄道受託駅運営事業(2) 担当課名 生活安全課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

17,587,626 

節 別 内 訳（円） 

報酬 12,599,568 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金 1,810,800 

報償費  

旅費  

需用費 723,917 

役務費 103,756 

委託料 36,083 

使用料及び 

賃借料 
125,902 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 17,587,626 

 

 

【事業目的】 

高齢者や障害を持った方がスムーズに鉄道を利用できるよ

う、戸倉駅のバリアフリー化をしなの鉄道(株)に働きかけ

る。また、戸倉駅利用者や関わる人を増やすため、駅周辺

を含めた活性化について議論する。 

 

 

【実績】 

1 日の乗降客が３千人以上でないと運行事業者に駅のエレ

ベーター等の設置努力義務がない状況下のなかで、しなの鉄

道(株)と戸倉駅のバリアフリー化について協議を行ってき

た。 

戸倉駅の賑わいや活性化について、しなの鉄道(株)や地域住

民、事業者、上山田温泉関係者と意見交換会を 3回実施した。 

 

戸倉駅 1日の乗降者数               人 

 H28 H29 H30 

1日の乗降者 2,196 2,280 2,306 

 

     

【成果等】 

しなの鉄道(株)と協議を行った結果、令和元年度にボーリン

グ調査を含む戸倉駅整備基礎調査を実施することとなった。 

 

 

【今後の方向性】 

・戸倉駅整備基礎調査により、バリアフリー化の工法と事業

費が示されるため、駅周辺の活性化と併せて検討を進めてい

く。 

・エレベーターなどバリアフリー化設備の維持管理費につい

て、しなの鉄道(株)と協議を行っていく。 

・戸倉駅周辺の活性化について、地域づくりアドバイザーの

支援を受け、住民を巻き込んだ検討を行う。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(5)産業のイノベーションによる活性化   

事 業 名 産業支援センター事業 担当課名 産業振興課・産業支援センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

23,107,976 

節 別 内 訳（円） 

報酬 8,010,000 

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金 998,400 

報償費 80,000 

旅費 1,135,040 

需用費 530,418 

役務費 220,634 

委託料 800,000 

使用料及び 

賃借料 
261,792 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
8,337,192 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 

(展示会出展

者負担金) 

1,001,400 

一般財源 22,106,576 

 

【事業目的】 

 本市の恵まれた多彩な地域資源を活用し、新たな産業経済

基盤の形成や各産業間の横断的な連携や融合による地域産

業の活性化、持続可能な地域経済社会を担うリーディング産

業の成長を促し、経済環境の変化に耐えうる産業構造の構築

を進める。 

【実績】 

○市内企業グループネット 

・ものづくり千曲プラネット(35 社)、食品ネット千曲   

(27社)、金属加工ネット千曲(66社) 

○産学官連携事業の推進(産学官連携ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ協定） 

・信州大学工学部  ものづくり講演会など ５回開催 

・清泉女学院大学及び短期大学 

 あんずをはじめとする収穫体験から農産加工の活動 

・長野県立大学 市内食品工場見学会の開催 

○産業広域連携の推進 

・善光寺バレー地域センターや東信州次世代イノベーション

センターなどと連携・広域的な活動を推進。 

【成果等】 

○産業支援センター 

・企業訪問・相談件数など 987件 

・製品紹介による取引 6件 

・ものづくりグループネット間取引 961件 

・展示会取引 32件 107,072千円 

○市内企業グループネット等の活動や展示会は、自社製品の

アピール、情報収集、認知宣伝効果、顧客とのコミュニケー

ションなど様々な効果が期待される。 

【今後の方向性】 

市内の多くは中小企業であり、系列企業等と長期にわる強

い関係をもつ産業構造となっているが、各産業間の横断的な

連携や融合による地域産業の活性化、地域経済を担うリーデ

ィング産業の成長を促し、経済環境の変化に耐えうる産業構

造の構築を進める。 

参加産業展 会 場 社 

長野しんきんビジネスフェア 長野市ビッグハット 9 

機械要素技術展 東京ビッグサイト 5 

オートモーティブワールド ポートメッセなごや 5 

諏訪圏工業メッセ 諏訪湖イベントホール 9 

産業フェア in信州 長野市ビッグハット 3 

メッセナゴヤ ポートメッセなごや 6 

テクニカルショウヨコハマ パシフィコ横浜 5 

ギフトショー 東京ビックサイト 3 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(6)林業等の振興   

事 業 名 国土調査事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

16,478,864 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
 

賃金 960,000 

報償費 423,720 

旅費 80,298 

需用費 371,770 

役務費  

委託料 13,616,640 

使用料及び 

賃借料 
505,236 

工事請負費  

原材料費 460,200 

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
61,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 10,500,000 

地方債  

その他 168,300 

一般財源 5,810,564 

※その他財源＝地籍調査成果写し交付手数料 

 

【事業目的】 

 法務局の土地登記簿には所有者、地番、地目、地積などが

記載され、その地図（公図）が備え付けられている。 

しかし、現在の登記簿や公図は明治時代に作られたものを

もとにしているものが多く、当時の測量技術は現在のように

精密でなかったことから、土地の境界や面積など不正確なも

のが少なくない。 

境界が不明確であると、境界についての争いや、不正確な

面積での課税は公平性を欠いてしまう。また、災害において

も復旧に多大な費用や時間を要してしまう。 

この地籍調査事業によって改めて境界の確認と、最新の技

術を使った測量を行うことで、正確な登記簿、公図を作成す

ることを目的とする。 

 

 

【実績】 

国土調査法に基づき、磯部１区(17ha)の１筆ごとの土地に

ついて所有者・地番・地目の調査ならびに測量を行った。 

また、戸倉６区(14ha)は図面作成、戸倉５区(18ha)は成果

の閲覧。戸倉４区(19ha)は調査の内容について国に認証の請

求をし、現在、承認後の登記手続きを行っている。 

戸倉３区(21ha)については、平成 30年９月 28日に 1,085

筆の登記を完了した。 

 

 

【成果等】 

 更埴地区(2,499ha)及び上山田地区(537ha)については、す

でに調査完了。戸倉地区については、平成 14年度から平成

30年度までに 429haの調査を終了した。 

    

 

【今後の方向性】 

 今年度より大字磯部地区の調査を開始した。 

 大字磯部地区は概ね６年間で一筆立会いを完了し、その後

は戸倉の川西地区へ進む予定である。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(6)林業等の振興   

事 業 名 松くい虫防除対策事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

32,015,429 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,640,700 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 30,888 

役務費  

委託料 29,958,694 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
385,147 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 14,565,000 

県支出金 1,111,000 

地方債  

その他  

一般財源 16,339,429 

 

【事業目的】 

松くい虫による松林の被害拡大を防ぐため、守るべき松林に

おける被害木の伐倒駆除、薬剤地上散布を実施するととも

に、個人や事業体が行う松くい虫防除対策の経費に対し補助

を行う。 

 

【実績】 

○伐倒駆除・薬剤地上散布実施状況。 

施業種類 内容 決算額（円） 

伐倒駆除 

森・倉科・上山田・ 

八幡地区  1,014

㎥ 

29,115,430 

薬剤地上散布 上山田地区 0.30ha 205,200 

松くい虫被害

木調査 

市内森林57箇所の被

害木調査 
378,864 

○森林づくり推進支援金を活用し、市内の個人・事業者が行

う伐倒駆除、薬剤地上散布への経費の一部に対し補助を行

った。 

 あわせて、松くい虫被害木でベンチを作成し、12 台を姨

捨棚田（姪石苑）、市内循環バス停に設置した。 

施業種類 内容 決算額（円） 

薬剤散布 1件 4,957 

伐倒駆除 くん蒸 1件 100,000 

伐倒駆除 破 砕 1件 100,000 

伐倒駆除 焼 却 2件 180,190 

松くい虫被害

木ベンチ製作 

12 台（姨捨棚田・ﾍﾞ

ｲｼｱ・上山田病院前） 
259,200 

   ※上記決算額に対する県補助金額：623,000円 

【成果等】 

 伐倒駆除・薬剤地上散布実施区域での被害拡大の軽減を図

った。 

 規模は小さいが、個人が所有する山林の松枯れに対し、補

助金を交付することにより、駆除・予防を図った。 

 また、被害木の有効利用を図った。 

 

【今後の方向性】 

 現状のままでは被害の拡大は防げない。再度ハザードマッ

プや景観等の観点から「守るべき松林」区域を見直し、コス

トの集中を図ることが必要となる。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(6)林業等の振興   

事 業 名 有害鳥獣対策 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

6,967,658 

節 別 内 訳（円） 

報酬 171,000 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 227,058 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
4,382,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 6,967,658 

 

 

【事業目的】 

野生鳥獣による農作物及び耕作地への被害軽減を図り、居住地域

及び作物栽培の環境を守る。 

 

 

【実績】 

・市有害鳥獣駆除対策協議会への負担金 

4,020,000円 

 

・防除柵等設置補助金 

362,000円（補助率 事業費 1,107,879円の 1/3） 

 

 

【成果等】 

千曲市猟友会会長から推薦のあった猟友会員 57 名を「千曲市鳥

獣被害対策実施隊」に任命し、事業目的達成のため、捕獲活動を実

施した。 

 
 

 

 

【今後の方向性】 

個体数自体が増加傾向にあるため、農家自身が「自分の農地は自

分で守る」という意識を醸成するため、防除柵設置を促すとともに

引き続き鳥獣被害対策実施隊と連携し捕獲活動を実施する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(6)林業等の振興   

事 業 名 市民の森管理事業 担当課名 農林課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

60,368,118 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,640,700 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 981,338 

役務費 15,000 

委託料 6,539,080 

使用料及び 

賃借料 
272,592 

工事請負費 47,780,928 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 3,138,480 

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 50,641,859 

一般財源 9,726,259 

※その他財源＝建物総合損害共済金 

 

【事業目的】 

都市型の機能重視の生活様式から、自然への回帰及び余暇

利用による家族のふれあいの場を求める機運が高まってお

り、そういった市民の要望にこたえるため、大池市民の森に

おいて、自然の恵みの大切さを学び、また林業発展の拠点と

しての市民の森一帯の整備及び施設の整備を図る。 

 

【実績】 

大池市民の森の整備を図り、市民憩いの場として、林業振

興の拠点として充実が図られた。 

大池総合案内所の再建築については、建物総合損害共済金

を活用して平成 30年 10月に再建工事が完了し、令和元年度

より施設利用を再開した。 

○建設費用及び建物総合損害共済金について 

・解体を含めた再建築費用  54,523,800 円のうち

47,477,859円が該当。 

・なお、建物内の動産（ペレットストーブ）及び隣接してい

た旧管理棟も火災により消失したことによる共済金

3,164,000円は、備品購入に充当。（レストランの机・イス・

厨房機器購入） 

○建物の概要 

  木造平屋建て  延べ床面積 119,26㎡ 

 （管理事務所、トイレ、厨房、食堂、ピロティ） 

 県産材 カラマツ使用。障がい者用トイレやバリアフリー

構造とした。 

○大池総合案内所は、㈱森選組に指定管理委託を行ってい

る。年額 4,000,000円 

 

【成果等】 

 新たな大池総合案内所は、以前の建物より建築面積は少な

いが、機能・設備的にも充実した利用者にも親しまれる施設

となった。 

 

【今後の方向性】 

 大池市民の森内の遊具が老朽化により、一部は撤去済み、

一部は修繕が必要な状態のため使用不能であり、利用できる

ものが限られている。 

 今後、市民の憩いの場としてさらに親しまれるために、総

合案内所以外の設備等についても一層の充実を図ることも

必要である。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(7)観光事業の推進   

事 業 名 観光事業の推進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

52,468,779 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
8,750,400 

賃金 1,151,790 

報償費 322,540 

旅費 1,578,058 

需用費 722,261 

役務費 1,046,979 

委託料 7,906,522 

使用料及び 

賃借料 
284,729 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
30,705,500 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 500,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 51,968,779 

 

【事業目的】 

○千曲市の知名度を高め、来訪者の増加に繋げる。 

【実績】 

○情報発信 

1.テレビ放映  信越放送、テレビ信州 他 

 2. 観光大使委託 

 3. その他観光宣伝委託 

○旅行商品販売促進 

 首都圏や北陸方面の旅行商品商談会参加や観光宣伝。 

 千曲市におけるイメージアップのための宣伝活動と合わ

せて、精力的に広報活動を行った。 

  宣伝先 東京都、埼玉県、愛知県、大阪府、石川県、 

富山県など 

○広告宣伝  新聞記事掲載・パンフレット作製 

○「トランスイート四季島」を活用した観光の推進 

  JR 豪華列車「トランスイート四季島」やしなの鉄道観

光列車「ろくもん」が姨捨駅へ停車する際に、お出迎えや

お手振りでおもてなしを行った。 

 また、四季島が県内で唯一「姨捨駅」に停車することを 

 観光イベント等で PRで活用した。 

○インバウンド観光の推進 

 千曲市の外国人来訪者数の最も多い、台湾人観光客の誘客

のため、台湾での観光 PR及び商談会へ参加。 

海外旅行会社などへのネットワークづくりを行った。 

宣伝先 台湾（台北、台中、高雄等） 

【成果等】 

○８月に長野市で開催されたイベント関係者 3,391 名の宿

泊の誘致に成功した。 

○JR豪華列車「トランスイート四季島」等を活用した PRに

より、姨捨地区の入込客数が増加した。（H30：54,300人） 

○外国人宿泊客数が増加した。（H30：8,380人） 

 

【今後の方向性】 

○千曲市の認知度をさらに向上させ誘客促進を図る。 

１． 信州千曲観光局等の関係機関と連携し市内外に観光情

報を発信する。 

２．さらなる誘客の促進及び広域観光の推進を図る。 

３．当市の核となる顧客が高齢化してきているため、幅広い

年代層の獲得に向け認知度の向上に向けた取り組みと

して、ロケツーリズム・サイクルツーリズム・釣―リズ

ム等、若年層向けのコンテンツの充実に取り組む。 

４．外国人観光客の誘客に向けた観光 PR及び受入環境の体

制の整備。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(8)シティ・プロモーションの推進   

事 業 名 シティ・プロモーションの推進 担当課名 観光交流課 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

19,828,838 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
9,844,200 

賃金  

報償費  

旅費 119,550 

需用費  

役務費 4,037,120 

委託料 2,827,968 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,000,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 19,828,838 

 

【事業目的】 

千曲市の知名度向上により、千曲市の産品や観光面での消

費拡大などの波及効果を目的とする。 

【実績】○ロケツーリズムの推進 

１．ロケ受入れ体制の強化 ロケ受入本数：ドラマ ２本、

映画 ４本、バラエティ・情報番組等 36本 

２．民間と連携し、良好な受け入れ態勢を構築するための

組織を強化した。 宿泊：10件、エキストラ約 100名、

ロケ弁：5件 

３．窓口を一本化し、それぞれの分野の杏力隊メンバーに

対応してもらう組織体制を構築した。 

４．ロケ地・エキストラの募集をし、撮影隊の要望に幅広

く対応できるようにした。 

○観光大使事業 

１. 観光大使 Tommy CHO氏の神戸市でのコンサートの際に

観客に対し物販・観光 PRを実施した。 

２．信州ブレイブウォリアーズのユニフォームに市名を掲

出し、松本市・長野市における試合の観客 14,463名に

加え、アウェー試合の観客に対し「千曲市」を PRした。 

○千曲市キャラクター「あん姫」 

１．あん姫の着ぐるみの貸出やゆるキャラグランプリ出場

による PRを実施し、投票結果は 331/507位であった。 

【成果等】○ロケツーリズムの推進 

１．ロケによる経済効果 8,659,508円（宿泊・食事など） 

 ○観光大使事業 

１．観光大使Tommy CHO氏による神戸市でのコンサートで、 

観客 200 名に対し物販やあん姫の着ぐるみにより効果

的な PRを行うことができた。 

２．信州ブレイブウォリアーズは、昨シーズンよりも観客

数が増加し、さらに効果的にＰＲできた。 

 ○千曲市キャラクター「あん姫」 

１．ゆるキャラグランプリ出場により全国の投票者に対し   

 ＰＲするとともに、38,000 人以上の決戦投票の来場者

に対してもアピールできた。 

 【今後の方向性】○ロケツーリズムの推進 

１．信州ちくまロケ杏力隊として、ロケ受入体制の更なる

強化を図る。 

○観光大使事業 

 １．Tommy CHO氏による千曲市の PRを継続していく。 

２．信州ブレイブウォリアーズのユニフォームへの市名掲 

出については、引き続き継続するとともに、同チーム 

による PRのさらなる強化を図る。 

○千曲市キャラクター「あん姫」 

 １．あん姫による PRは市外での活動の強化を図る。  
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(9)2020年東京オリンピック・パラリンピックのホストタウン誘致   

事 業 名 2020 東京オリパラのホストタウン誘致 担当課名 生涯学習課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

3,824,874 

節 別 内 訳（円） 

報酬 199,750 

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金  

報償費  

旅費 266,410 

需用費 21,754 

役務費  

委託料 602,460 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 3,824,874 

 

 

【事業目的】 

 2020 東京オリパラ競技大会を契機に、ホストタウンとし

てハンガリーとの交流を深め、市民の国際感覚を涵養し、イ

ンバウンド観光地としての対応力を強化しつつ、海外の豊か

な文化・芸術を享受し、市民が誇りを持てる市政運営に努め

る。 
 

 

【実績】 

ハンガリー大使館や市民団体の協力により、ハンガリー卓

球連盟役員との連絡調整を続け、11月 14日に、ハンガリー

の首都ブダペストにおいて、千曲市における事前キャンプの

開催と交流に関する協定書に調印することができた。 

 また、協定締結を踏まえて交流計画を組み立て、第 11次

のホストタウン申請を行った結果、12月 28日に内閣官房オ

リパラ推進本部より、登録の承認を受けることができた。 

 

 

【成果等】 

短期的には、東京開催のオリパラという大イベントの参加

者・協力者として、千曲市の名前を背負ってハンガリーと向

き合うことによる使命感を多くの市民と共有することで、市

民としての誇りと一体感を醸成することができる。 

また、中長期的には、交流を継続することにより、市民の

国際感覚を育て、国際的なスポーツ大会の合宿受け入れ能力

の向上がみこまれること、ハンガリーを始めとするヨーロッ

パ圏からのインバウンド観光の入込の増加が期待されるこ

となどがあげられる。 

 

 

【今後の方向性】 

 ハンガリー卓球選手団の大会前の合宿地として練習場、宿

泊場所、移動手段などを提供し、スポーツツーリズムの受け

入れ環境整備を進めていく。 

 ハンガリーの特定の自治体との交流を深め、千曲市では初

となる海外の友好都市締結を見据えて、文化・芸術、スポー

ツを始め、人的、経済的な交流を活発に行う。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(10)安定した雇用の創出   

事 業 名 雇用創出事業 担当課名 産業振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,012,437 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 24,300 

役務費  

委託料 170,510 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
2,723,827 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,012,437 

 

 

【事業目的】 

千曲市で「働きたい」という希望を実現するために、生活

の基盤となる雇用の場を確保するとともに、商工業者の育

成、従業員の福祉向上、雇用の安定を図る。 

 

【実績・成果等】 

○雇用促進奨励金 

・高齢者雇用促進奨励金 対象 6名 補助金 180,000円 

・心身障害者雇用促進奨励金 対象 6名 補助金 180,000円 

○中小企業退職金共済掛金補助金 

・中小企業退職金 対象 234名 補助金額 1,170,000円 

・特定退職金 対象 31名  補助金額 155,000円 

○就労支援講座  5講座 参加者延べ 9名 

○若者・子育て世代の就労相談（県と共催） 

対象者 15歳から 39歳までの若年者、子育て世代の方 

内 容 就職・職業に関する相談、指導、助言 

○更埴地域就職面接会の開催 

日 時 平成 30年 8月 17日(金)13：00～15：30 

場 所 更埴文化会館小ホール 

対象者 平成 31年 3月卒業予定者、3年以内の既卒者 

内 容 参加企業数 43社、参加人数 47名 

○地域職業相談室 相談件数 4,494件 紹介件数 2,178件 

○求人情報サイト「おしごとながの」（連携中枢事業） 

・9市町村で運用 登録件数 31社 

○長野地域ＵＪＩターン就職促進事業（連携中枢事業） 

東京圏及び長野地域で就職面接会、インターンシップ合同

説明会、企業向けの採用力強化セミナー等を開催 

・イベント開催数 9回  参加企業  延べ 155社 

参加学生等 延べ 195人 

 

【今後の方向性】 

少子高齢化の進展と日本の総人口の減少にともなう労働

人口の急減を背景として、人材不足が慢性化している。 

○学生や若者の「売り手市場」が継続しており、商工団体や

広域行政が連携した「オール長野・東信州など」であらゆる

手段で UIJターン就職を促進する。 

○外国人労働者の受け入れる新たな制度が始まることから、

受け入れ態勢を整備・充実する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(11)移住定住の促進   

事 業 名 UIJ ターン者向け奨学金償還優遇制度事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

54,690 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
54,690 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 54,690 

 

 

【事業目的】 

就業目的により千曲市に住所を移した奨学金償還者に対し、償

還額の 1/4（上限額 57,000 円/年）を助成することで、千曲市

への移住・定住の促進を図る。 

 

 

【実績】 

平成 30年 4月号市報へ掲載 

市ホームページへ掲載 

 

申請実績なし 

 

 

【成果等】 

なし 

 

 

【今後の方向性】 

移住・定住を考えている者（特にＩＪターン者）に対する制度

の紹介方法を研究する。 

住民票を移さないまま就学のために市外に居住し、卒業後に千

曲市へ戻った者に対する助成方法（制度の見直し）について検

討する。 
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 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(11)移住定住の促進   

事 業 名 移住・定住の促進 担当課名 観光交流課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 

決 算 額（円） 

24,129,189 

節 別 内 訳（円） 

報酬 16,290,000 

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金  

報償費  

旅費 647,840 

需用費 666,787 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,790,062 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 24,129,189 

 

 

【事業目的】 

東京圏を中心とした人口集中都市から千曲市へ移住してもら

うための受け入れ態勢を整備し、スムーズな移住・定住を図る。 

【実績】 

○セミナーの開催 

・「楽園信州」関係 

 
6/30 

中日ビル（愛知県名古屋市） 

※合同会社なりわいに委託 
0組 0名 

 
7/22 

ふるさと回帰支援センター

(東京都千代田区) 
1組 2名 

 
12/8 

シティプラザ大阪（大阪府大

阪市） 
4組 10名 

 
2/8 

ふるさと回帰支援センター

(東京都千代田区) 
29組29名 

「連携中枢都市圏」関係 

 4/14

～15 

移住･交流情報ガーデン(東京

都中央区) 
5組 5名 

 
7/28 

ふるさと回帰支援センター

(東京都千代田区) 
2組 2名 

 
12/1 

ふるさと回帰支援センター

(東京都千代田区) 
1組 1名 

・「ふるさと回帰支援センター」主催の移住説明会 

 

9/17 

東京国際フォーラム(東京都

千代田区) 

※連携中枢都市圏枠で参加 

15組 15名 

・民間事業者主催の移住説明会  

 

2/23 

地方創生プロジェクト移住

交流フェア 

（東京都渋谷区） 

24組 24名 

移住体験ツアー開催 

 9/1～

2 

連携中枢都市圏移住体験バ

スツアー 第 1弾 
3組 5名 

○地域おこし協力隊員 5名、集落支援員 1名を雇用 

○移住・定住情報紙等の作成 

 「おいでよ、千曲へ」（増刷）部数 3,000部 

【成果等】 

○移住促進施策により、3名が千曲市に移住した。 

○地域おこし協力隊員１名が任期終了後、千曲市内に就職して定

住した。 

【今後の方向性】 

○おためし移住の推進及び専任移住相談員の設置を検討する。 

○地域おこし協力隊員は引き続き募集し、定住を図る。 



- 51 - 

 

 主要施策１   ≪千曲の魅力で創生する賑（にぎ）わいと活力あるまち≫ 

(12)空き家対策の推進   

事 業 名 空き家管理システム整備業務委託 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,844,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,375,200 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 1,468,800 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,844,000 

 

 

【事業目的】 

平成 30年 3月に「千曲市空家等対策計画」を策定。 

計画に基づき、管理不全な空き家の発生抑制、適正管理の促 

進、有効活用等の対策を計画的に推進する。 

 

 

【実績】 

平成 30年度は計画に基づき、空き家の情報（所在地・所

有者）を把握するため、市内空き家のデータベースの整備を

行った。 

履行期間：平成 30年 10月 2日から平成 31年 3月 15日 

委託先：㈱大輝 千曲営業所 

委託金額：1,468,800円 

H30市内空き家数 739件 

（うち安全性が危惧される空き家 48件） 

 

 

【成果等】 

データベースにより、空き家の適正管理や有効活用等につ

いての対策を推進することができる。 

 

 

【今後の方向性】 

空家等は財産権や所有権に基づき所有者等が管理するも

のであることから、対応については所有者等に求めることを

基本とし、所有者等が自己解決できるよう助言・指導（適正

管理を促すことや利活用等についての情報提供）を行う。 

また、倒壊の危険性のある空き家については、地域の安全

安心を確保するため、必要最小限の中で、公益性に基づく危

険排除の対応を行う。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(1)教育振興基本計画   

事 業 名 教育振興基本計画策定事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

766,994 

節 別 内 訳（円） 

報酬 150,800 

給料､ 

職員手当等 
492,210 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 123,984 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 766,994 

 

 

【事業目的】 

千曲市の教育振興を図るため策定した「第一次千曲市教育振興

基本計画」の期間が平成 30 年度をもって終了することから、

これに続く 10 年間を対象とする第二次計画とその個別計画で

ある千曲っ子教育ビジョンを策定する。 

 

 

【実績】 

・千曲市教育振興基本計画策定委員会 

   委員 12名委嘱（内公募委員 3名） 

委員会 5回開催（H30.11～H31.3） 

 

・パブリックコメントを実施 

   ・策定方針（案）について（H30.11.15～11.30） 

   ・計画（案）について（H31.1.22～2.20） 

 

・千曲市教育委員会での承認（H31.3.27） 

 

 

【成果等】 

平成 31年 3月 第二次千曲市教育振興基本計画・千曲っ子教育

ビジョン策定。 

 

 

【今後の方向性】 

計画の進捗管理及び評価を実施する。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 英語指導外国人招致事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

 

節 別 内 訳（円） 

報酬 9,271,200 

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 10,365,000 

 

 

【事業目的】 

2020 年から新学習指導要領が全面実施となる小学校での

外国語教育に伴い、早めに慣れ親しむことを目的に実施し

た。 

 

 

【実績】 

１名だったＡＬＴを平成 30年度から２名増員し、３名体

制で外国語教育を実施した。 

 これにより、千曲市内全小学校の全ての学校で、共同授業

の回数が、５・６年生が年 30回、３・４年生が年 10回、１・

２年生が３回と厚みを増すことができた。 

 

 

【成果等】 

昨年度までは、小学校１年生～６年生までを１人で行って

いたが、今年からは、小学校１年生～４年生を１人が担当し、

小学校５年生～６年生を２人体制で行ってきた。 

 これにより、これまで以上の頻度で子どもたちに生きた外

国語教育を実施することになり、特に「聞く力」が向上し、

また「話す力」も向上している。 

 

 

【今後の方向性】 

今後、どこの市町村でもＡＬＴの増員を検討している中

で、人材の確保が課題となる。 

 また、ＡＬＴの増員とともに、担任の授業向上のための研

修体制を充実させ、外国語教育向上につなげていく必要があ

る。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 部活動指導員導入事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
656,280 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 656,280 

 

 

【事業目的】 

中学校の部活動指導の充実と教員の負担軽減を図ること

を目的に、部活動の顧問を行う「部活動指導員」を設置する

ことにより、働き方改革につなげる。 

 

 

 

【実績】 

平成 30年度は、計３回の『「部活動指導員」導入に係る連

絡会議』を開催し、各中学校長に説明をしてきた。 

 この会議を通じて、各中学校長に人選をしてもらい、各中

学校基本１名の指導員を選出してもらった。それにより、平

成 31年４月から運用開始を開始することができた。 

 

 

 

【成果等】 

 「部活動指導員」は、教員に代わって実技の指導や学校外

での活動（大会等）の引率を行うことができることとした。 

 

 

 

【今後の方向性】 

 各中学校１名を基本にスタートしたが、今後は増やしてい

きたいと考えている。 

 そのような中で、夕方４時からと土日を責任もって指導に

あたれる人材がいるかが、最大の課題である。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(2)学校教育   

事 業 名 戸倉上山田中学校改築事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,481,177,372 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,007,950 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 393,912 

役務費 898,392 

委託料 41,365,048 

使用料及び 

賃借料 
86,619,960 

工事請負費 1,306,003,518 

原材料費 42,888,592 

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 230,195,000 

県支出金  

地方債 923,400,000 

その他 15,895 

一般財源 327,566,477 

 

 

【事業目的】 

○安全で安心な学習環境を確保するため、学校の改築・耐震化

を進め、教育環境の整備・充実を図る。 

 

 

【実績】 

○H27年 12月 ポンプ室移設工事発注、H28年 7月完了 

○H28年 1月 仮設校舎リース契約を開始 

○H28年 5月 校舎解体撤去工事発注、H29年 2月完了 

○H28年 12月 校舎棟建築主体・電気・機械工事契約締結 

○H29 年 3 月 屋内運動場・武道場建築主体・電気・機械工事

契約締結 

○H30年 5月 外構第Ⅰ期工事契約締結 

○H30 年 8 月 校舎棟、屋内運動場・武道場、外構第Ⅰ期工事

完成 

○H30年 9月 29日 新校舎竣工式 

○H30年 9月 外構第Ⅱ期建築・電気・機械工事契約締結 

○H30年 10月 仮設校舎解体完了 

○H31年 1月 外構植栽工事契約締結 

○H31年 3月 外構第Ⅱ期電気・機械工事、植栽工事完成 

  

 

【成果等】 

○校舎棟、屋内運動場・武道場が予定どおり完成した。 

 

 

【今後の方向性】 

○外構第Ⅱ期建築工事のみR1年5月20日まで工期を延長した。 

 5 月の連休明けからは校庭や部室棟の使用を開始できるよう

工期内に竣工させる。 

 完成後は適正な維持管理に努め、施設の長寿命化を図る。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(3)高校再編   

事 業 名 高等学校連携事業 担当課名 教育総務課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

577,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
577,000 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 577,000 

 

 

【事業目的】 

長野県による高等学校再編成の対象となる「屋代南高校」につ

いて、県に働きかけを行い、「多部制単位制高校」に転換し、

多様な学びを提供できる高校として、引き続き存続・発展させ

る。 

 

 

【実績・成果等】 

・「屋代南高等学校を発展させる会」の意見集約及び中学校長・

高校長等との懇談を行い、意見集約及び調整にあたった。 

・各種団体等からの情報収集に努め、内容を調査・研究した。 

・他地域の協議会の状況など、情報収集に努め、当地域の協議

会設置に対応するよう取り組んだ。 

・旧４区の地域協議会の設置にあたり、委員の人選等の調整に

あたった。 

 

 

【今後の方向性】 

屋代南高校を発展させる会を母体に、多部制・単位制に転換で

きるよう県教委の考えや動きと連動しつつ、今後設置される地

域協議会に対応する。また、意思統一を図って県に伝える。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(4)生涯学習等の推進   

事 業 名 
第二次千曲市生涯学習基本構想 

・基本計画策定事業 
担当課名 生涯学習課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

2,821,249 

節 別 内 訳（円） 

報酬 81,900 

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 4,849 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 2,821,249 

 

 

【事業目的】 

 市民が充実した生涯を千曲市で送るために必要な学びの

環境を整備し提供するために、市民ニーズや社会状況等から

課題を見極め第二次の基本計画にまとめ、事業推進のための

基礎を明確にする。 

 

 

【実績】 

 第一次計画で掲げた目標値の状況や、7月に行った市民ア

ンケートから生涯学習施策の課題を探り、アンケートで明ら

かになった市民ニーズや社会情勢などを勘案して、第二次千

曲市生涯学習基本構想・基本計画を策定した。 

 策定における審議を担う千曲市生涯学習推進本部員に加

えて、千曲市社会教育委員にも協議に参加してもらい、より

多くの意見を反映させることができた。 

 

 

【成果等】 

 これまでの第一次計画が策定された時代では見られなか

った、情報通信分野での急速な技術革新が千曲市内でも浸透

しつつある状況を捉え、そうした技術革新が生涯学習の機会

を格段に広げている一方で、多くの年代で頻発する「ネット

トラブル」やネット依存による個人の健康被害、家庭生活へ

の悪影響など、将来を見据えた現代的な課題の共有を図り、

計画に盛り込むことができた。 

 

 

【今後の方向性】 

 第二次千曲市総合計画に基づく事業の展開の中で管理し

ていく成果指標については、できるだけ総合計画の進捗管理

に併せた数値目標管理を行うなど、計画の運用に伴う事務的

負担の軽減に努める。 

 

 

 

 

 



- 58 - 

 

 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(4)生涯学習等の推進   

事 業 名 図書館資料貸出の広域化事業 担当課名 生涯学習課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

51,618,821 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,160,550 

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金 22,767,310 

報償費 275,800 

旅費  

需用費 4,317,182 

役務費 443,961 

委託料 1,629,720 

使用料及び 

賃借料 
5,480,193 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 11,893,805 

負担金､補助 

及び交付金 
46,400 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費 57,000 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 51,618,821 

 

 

【事業目的】 

 千曲市、長野市、坂城町の住民の、生涯学習拠点の広域化

を目指し、図書資料の相互貸出を可能とした。 

（Ｈ30.1から実施） 

 

 

 

【実績】 

 長野市・坂城町の登録・利用状況 
4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

登録者数 646 671 703 734

増減 28 25 32 31

貸出人数 478 473 472 599

貸出数 2095 2163 1987 2,554

 
 

【成果等】 

 登録者数、貸出人数が増加していることから、活動拠点の

広域化、人の交流が生まれている。 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

登録者、利用者の更なる増加に向け、窓口・ＨＰ等で周知

を図る。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(5)スポーツの振興   

事 業 名 新更埴体育館建設事業 担当課名 スポーツ振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

70,482,790 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
7,656,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 2,220,718 

役務費  

委託料 1,389,960 

使用料及び 

賃借料 
316,200 

工事請負費 275,400 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 58,623,912 

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 70,482,790 

 

 

【事業目的】 

備品やその他必要物品の整備、指定管理者への管理引継ぎを

行い、９月より新更埴体育館の供用を開始する。 

 

 

【実績】 

備品購入ほか、下記のとおり業務を行った。 

・消耗品費   1,191,029円 

  モップハンガー、ホワイトボード、時計等の購入 

・光熱水費   1,029,689円 

  指定管理者へ引き渡しまでの間にかかった電気、ガス料 

金 

・委託料    1,389,960円 

  バスケットボール運搬費、看板設置等 

・賃借料    316,200円 

  バリケードレンタル、旧体育館備品の仮置き場 

・工事請負費  275,400円 

  寄贈時計の設置工事費 

・備品購入費  58,623,912円 

  放送設備、体育関係器具、カーテン等の購入 

 

 

【成果等】 

予定どおり９月より供用を開始することができた。 

Ｂリーグホームゲーム会場のほか、市民スポーツ団体、スポ

ーツ協会の定期練習、各種大会等に利用されている。 

 

 

【今後の方向性】 

Ｂリーグホームゲームのほか、各種大会を開催し、より多く

の人に利用してもらう。 

特に光熱水費について経常経費が高額になるため、指定管理

者による適正な管理を促していく必要がある。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(5)スポーツの振興   

事 業 名 はつらつママさんバレーボール in千曲 担当課名 スポーツ振興課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,932,959 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,375,200 

賃金  

報償費 15,360 

旅費  

需用費 154,679 

役務費  

委託料 387,720 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,932,959 

 

 

【事業目的】 

バレーボールを通じて青少年の健全育成や、明るいまちづく

りなどコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、地

域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与することを目

的とする。 

 

 

【実績】 

（開催日 平成 30年 11月 24日（土）～25日（日）） 

一般財団法人自治総合センターとの共催で開催した本イベ

ントは、宝くじの社会貢献事業として、バレーボールの全日

本代表経験者などで構成される「ドリームチーム」と市内マ

マさんバレーボールチームとの交流を行うものである。当日

の参加者は、選手や見学者を含めて 1135名であった。 

 

 

【成果等】 

平成 30年度に完成したことぶきアリーナ千曲を使用し、新

しい体育館を多くの市民に見ていただくことができた。ま

た、参加者からはドリームチームのみなさんとのフレンドリ

ーマッチでは一流のプレーを間近で見ることができて良い

経験になったとの声があった。また、イベント開催における

告知方法など今後のイベント運営の参考となるものが得ら

れた。 

 

 

【今後の方向性】 

今回のイベントを通じて得られた運営におけるノウハウを

今後の主催事業に活かしていく。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(6)男女共同参画   

事 業 名 男女共同参画事業 担当課名 人権・男女共同参画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,441,379 

節 別 内 訳（円） 

報酬 59,850 

給料､ 

職員手当等 
4,922,100 

賃金  

報償費 259,417 

旅費 5,600 

需用費 35,962 

役務費  0 

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 68,450 

負担金､補助 

及び交付金 
90,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,441,379 

 

【事業目的】 

○「第 3次千曲市男女共同参画計画」に基づき、活力ある男

女共同参画社会の実現のための事業を行う。目標のひとつ

として公職や意思決定過程への女性の参画を促進し、市の

施策に男女共同参画の視点を組み込むとともに、男女がお

互いにその人権を尊重しながら、性別にかかわりなく、自

らの意思であらゆる分野に参画し、その個性と能力が発揮

できる活力ある社会の実現をめざす。 

【実績】 

○男女共同参画計画審議会の開催 

○第 4 次千曲市男女共同参画計画策定のための男女共同参

画社会に向けての市民意識調査実施 

 市民 1,000人対象 回収率 39.1%（平成 26年度 35.4％） 

 企業  100社対象 回収率 62％（平成 26年度 49％） 

○男女共同参画社会づくり講座（市補助事業 2件） 

○啓発事業 

千曲市男女共同参画セミナー（全 6回）延べ 565人参加 

（平成 29年度 延べ 330人参加） 

○男女共同参画団体の活動支援（県等主催事業への参加） 

 埼玉県国立女性教育会館研修会 7人参加 

 他市男女共同参画推進団体との交流会開催 

○女性の公職参画状況調査の実施 

平成 30.4.1現在 参画率 26.2％ 

○協働事業提案制度採択事業 

「平和のつどい映画会」「平和のつどい」参加者延べ 850人 

           （平成 29年度 参加者延べ 480人） 

【成果等】 

○市民意識調査の結果から、企業での女性役職登用数の増加

や幅広く登用したいと考えている企業の割合が高く、男女

共同参画社会の推進が図られてきたと考える。 

○平成 30年度より協働事業提案制度採択事業となり、市と

男女共同参画団体などで構成する実行委員会が協働で開

催し規模を拡大したことから、大勢の参加者があり平和へ

の意識が高まった。 

【今後の方向性】 

○「第 3次千曲市男女共同参画計画」に新たに「女性活躍推

進計画」、「DV 防止基本計画」を記述し、計画に基づいた

施策を推進する。また、男女共同参画社会の実現に向け、

市民や企業（職場）に対する働き方改革（ワークライフバ

ランス）などの講座を開催する。 

○「女性活躍推進法」に基づく基本方針に則り、施策の推進

を図る。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(7)人権・平和   

事 業 名 人権・平和事業 担当課名 人権・男女共同参画課 

事 業 費 主要な施策の成果等 

決算額（円） 

21,944,044 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,364,850 

給料､ 

職員手当等 
8,750,400 

賃金 1,478,440 

報償費 2,096,287 

旅費 25,240 

需用費 2,583,448 

役務費 78,412 

委託料 210,600 

使用料及び 

賃借料 
112,488 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費 123,660 

負担金､補助 

及び交付金 
2,120,219 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 2,833,000 

地方債  

その他 127,900 

一般財源 18,983,144 

 

 

【事業目的】 

21世紀を、真の「人権の世紀」にするため、そして千曲市の

めざすべき、だれもが「あらゆる差別のない明るく住みよい

千曲市」構築に向け、「第 2次人権とくらしに関する総合計画」

に基づく人権行政を推進していく。 

また、平和・安全都市宣言の採択市として、平和の推進をア

ピールしていく。 

【実績】 

○「第 2次人権とくらしに関する総合計画」に基づく施策の実

施 

・差別撤廃人権擁護審議会の開催  

・人権を守る市民集会（更埴文化会館） 参加者約 300人 

・地区人権教育研修会  

市内全区・自治会 71地区、79回開催、参加者 2,788人 

・学校人権教育「あけぼの」の配布、作文・ポスター・標語の

募集及び作品集の作成、人権教育実践収録の作成等  

・教職員対象人権教育研修会 参加者 60人 

・人権ふれあいセミナー 4回開催 参加者延べ 115人 

・人権ふれあいフェスティバル 参加者 163人 

・日本語教室、各種サークル交流事業、相談事業の実施 

○第 3次人権とくらしに関する総合計画の策定 

○人権擁護委員千曲市部会や部落解放同盟千曲市協議会とも

連携し、市民協働のもと人権啓発事業等を実施した。 

○平和啓発の推進 

「平和のつどい映画会」・「平和のつどい」（千曲協働事業提案

制度採択事業）の開催  参加者延べ 850人 

（平成 29年度 参加者延べ 480人） 

【成果等】 

○「第 3次人権とくらしに関する総合計画」では、新たに「性

的少数者（LGBT）の人権問題」や「働き方改革等企業の人権

啓発」を人権課題として捉え、施策の推進に取組むことがで

きる。また「部落差別解消推進法」「障害者差別解消法」「ヘ

イトスピーチ解消法」について各項目で記載したことで、人

権教育や啓発の推進ができる。 

○平成30年度から新たに協働事業提案制度採択事業として「平

和のつどい」を開催し、平和の重要性を伝えることで、意識

向上につながった。 

【今後の方向性】 

○「千曲市総合計画」や「第 3次人権と暮らしに関する総合計

画（令和元年度～令和 5 年度）」の実現に向け、人権施策を

推進していく。「第 2 次人権と暮らしに関する総合計画」最

終年度の事業の推進状況（年次報告）を「千曲市差別撤廃人

権擁護審議会」において検証する。 

○「平和推進活動」については、市民と協働のもと継続的に進

めていく。 
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 主要施策２   ≪安心して子育てができ、のびやかに育ち学べるまち≫ 

(7)人権・平和   

事 業 名 人権・平和事業（女性相談員配置） 担当課名 こども未来課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,301,000 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,207,200 

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,051,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,250,000 

 

 

【事業目的】 

○心身を傷つけられ、人権を侵害されるなど複雑で深刻化す

る現代の女性の様々な問題に対して、相談・保護・自立支

援などを女性相談センターなどの関係機関と連携しなが

ら市民の身近な場所で行う。 

 

 

 

【実績】 

○平成 30年度よりＤＶ等の相談に専門的に対応するため、

子ども家庭相談係の母子父子自立支援員が兼務する体制

で２名を配置。 

○平成 30年度相談件数 

延べ 330件（うちＤＶ相談 51件） 

 

 

 

【成果等】 

○市民の身近な場所で、相談対応をきめ細やかに行うことが

できるようになった。 

 

 

 

【今後の方向性】 

○相談者との間に問題解決に向けての意識や認識の違いを

感じることがあるため、その溝を埋めるためにも、より相

談者に寄り添った的確な支援を行えるように研修等を通

じて更なるスキルアップを図る。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(1)健康づくり   

事 業 名 成人保健事業（健康サポート連携事業） 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,695,608 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費 204,348 

役務費  

委託料 327,000 

使用料及び 

賃借料 

   

70,460 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 504,000 

地方債  

その他  

一般財源 1,191,608 

 

 

【事業目的】 

○医師会・歯科医師会・薬剤師会と連携し、健康情報等を提供

することで、市民の健康増進と生活習慣病予防を図る。 

 

 

【実績】 

○医師会・歯科医師会・薬剤師会と連携を図り市民の健康増進

と生活習慣病予防の強化を図った。 

1会議開催 

医師会、歯科医師会・薬剤師会 各 1回/年 

○市民への情報提供 

1広報に日曜・祝日当番医・薬局を毎月掲載 

2「千曲市子育てガイドブック」に市内医療機関・薬局の掲載 

3特定健診ポスターを市内医療機関・薬局に掲示 

4 特定健診・がん検診受診促進のパンフレットを市内薬局窓口

に（28件）で配布    計 600枚 

5 後発薬の利用の向上、適正受診や適正服薬を促す取組の推進 

（重複受診への訪問 5件 H30.9 後発薬利用率 71.5％） 

 

 

【成果等】 

○医師会・歯科医師会・薬剤師会との連携により、市民への健

康情報を提供することができた。 

○適切な治療・適正服薬等疾病管理により生活習慣病の重症化

予防につなぐことができる。 

 

 

【今後の方向性】 

○今後も連携を図りながら情報を共有し、市民の健康増進ため

の事業内容を検討していく。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(1)健康づくり   

事 業 名 成人保健事業（保健健康教育・各種検診事業） 担当課名 健康推進課 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

140,220,387 

節 別 内 訳（円） 

報酬 2,103,600 

給料､ 

職員手当等 
33,907,800 

賃金 2,086,470 

報償費  

旅費  

需用費 1,226,670 

役務費 4,923,830 

委託料 68,268,777 

使用料及び 

賃借料 
1,218,240 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
26,485,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 205,000 

県支出金 1,612,000 

地方債  

その他 49,791,349 

一般財源 88,612,038 

※その他財源 

・特定健診・保健指導受託事業収入 

・各種検診事業個人負担金 

・後期高齢者健診事業助成金 

・大腸がん容器代金・実習生受入負担金 

【事業目的】 

○生活習慣病の発症予防及び重症化予防を推進し、医療費の適

正化を図る。 

【実績】 

○生活習慣病対策として「千曲市保健事業実施計画（データヘ

ルス計画）」等に基づき、生活習慣病の発症、重症化予防の取組

として健診受診率の向上と保健指導を実施した。 

1 特定健診 受診者 4,051人（41.7％）R1.5現在 

2 保健指導 人間ドック受診者も含め、生活習慣病の重症化リ

スクに応じて優先対象者を選定し、地区担当制による個別支援

を強化した。 

（1）特定保健指導（年度末年齢 75歳の方を含む） 

（2）重症化予防対象者等の指導       1,167 人 

（3）集団健康教育(生活習慣病予防等講話)  

103回 2,513人 

（4）地区組織学習会          28回  850人 

（5）健診受診勧奨のための広報やチラシ配布。 

【成果等】 

○特定健診・特定保健指導実施率が増加している。 （％） 

 

○医療費適正化               （億円） 

KDB2次加工ツール 

○健康寿命の延伸 

 H22男 H22女 H27男 H27女 

千曲市 64.8 67.4 66.4 67.5 

長野県 65.8 67.2 66.0 67.2 

国勢調査生命表より 

【今後の方向性】 

○特定健診の受診率は、昨年度の同時期より増加しているもの

の目標の 45％には現時点では満たない状況であることから、引

き続き未受診者対策を実施していく。 

○生活習慣病の発症予防及び重症化予防に効果がある保健指導

ができるよう実施していく。 

 対象者 実施者数 実施率開始率 

積極的支援者 102 80 78.4％ 

動機づけ支援者 355 347 97.7％ 

 H28年度 H29年度 H30年度 伸び率 

特定健診受診率 42.5 41.3 5月41.7 0.4 

疾患別医療費 H28年度 H29年度 H30年度 

脳血管疾患 1.58 1.78 1.25 

虚血性心疾患 1.02 0.82 0.53 

人工透析 2.1 1.6 1.0 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(1) 健康づくり   

事 業 名 精神保健事業 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

11,832,591 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
11,484,900 

賃金 128,970 

報償費 150,000 

旅費  

需用費 68,721 

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金 94,000 

地方債  

その他  

一般財源 11,738,591 

 

【事業目的】 

精神保健の推進 

 

【実績】 

自殺や精神疾患についての知識の普及や啓発に努め、心の健

康関連で不安や悩みを抱える市民に対し相談の場や悩みを

語りあえる場を提供し支援した。 

心の健康講座 1回開催 受講者 20名 

精神保健相談会 4回開催 相談実件数 9件 

ひきこもり支援事業 年 36回開催 参加延人員 187人 

自殺対策推進計画策定委員会 2回開催 

自殺予防対策推進会議 1回開催 

 

【成果等】 

「自殺総合対策大綱」に基づき、「誰もが自殺に追い込まれ

ることのない社会」の実現を目指し、「いのち支える千曲市

自殺対策推進計画」（期間：平成 31年～令和 4年度）を策定

したことにより、今後の自殺対策の取組がより明確になっ

た。 

 

【今後の方向性】 

地域・庁内におけるネットワークの強化、自殺対策を支える

人材の育成等及び、市民への啓発や周知、などにより、自殺

死亡率の減少につなげる。 

計画の目標達成に向けて庁内の関係部署と連携し、計画に則

った事業を展開し、自殺対策を推進していく。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(2)障がい者福祉   

事 業 名 介護・訓練等給付援護事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,265,623,101 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
12,031,800 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費 1,253,591,301 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 626,795,650 

県支出金 313,397,825 

地方債  

その他  

一般財源 325,429,626 

 

 

【事業目的】 

障がいのある方が日常生活・社会生活を営むことができるよ

う法に基づく各種サービスの給付を行ない、安心して暮らす

ことのできる地域社会の実現に寄与する。 

 

 

【実績】 

障害者総合支援法に係る支給実績（扶助） 

 

児童福祉法に係る支給実績（扶助） 

 

 

【成果等】 

障がいのある方へ居宅生活支援、社会参加の機会や療育支援

等を提供することで、地域で安心して暮らすことのできる体

制の一翼を担っている。 

 

 

【今後の方向性】 

障がい児・者が安心して暮らすことのできる地域社会実現の

ために、生活の場や日中活動の場の提供などができる障害福

祉サービスや、早期療育支援など障害児通所支援のサービス

利用ができる環境を整えていく。 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類・区分 
決定数

（人） 
支払金額（円） 

介護給付 527 624,851,429 

訓練等給付 367 453,249,157 

相談支援 499 17,301,043 

合  計 1,393 1,095,401,629 

サービスの種類・区分 決定数 支払金額（円） 

障害児通所支援 131 152,000,820 

障害児相談支援 133 6,188,852 

合  計 264 158,189,672 



- 68 - 

 

 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(2)障がい者福祉   

事 業 名 地域生活支援事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

19,681,109 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
4,375,200 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費 15,305,909 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 4,454,201 

県支出金 2,227,100 

地方債  

その他  

一般財源 12,999,808 

 

 

【事業目的】 

障がいのある方が日常生活・社会生活を営むことができるよ

う地域生活支援事業に係るサービスの給付を行ない、安心し

て暮らすことのできる地域社会の実現に寄与する。 

 

 

【実績】 

地域生活支援事業に係る支給実績（扶助） 

 

 

 

【成果等】 

障がいのある方に地域生活支援事業に係るサービスを提供

し、地域で安心して暮らすことのできる体制の一翼を担って

いる。    

 

 

【今後の方向性】 

国の補助事業であるため、上限設定がある。サービス支給の

適正な管理を行いながら、日常生活が安心して送ることがで

きるように、引き続き適切なサービス等につなげられるよう

支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類・区分 決定数 支払金額（円） 

移動支援サービス 99 5,245,168 

日中一時支援サービス 21 175,680 

日常生活用具支給 945 8,980,061 

地域活動支援センター 

（他市利用者） 
27 905,000 

合   計 1,092 15,305,909 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(2)障がい者福祉   

事 業 名 あすなろ園運営事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,231,283 

節 別 内 訳（円） 

報酬 2,775,265 

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金 1,481,900 

報償費  

旅費  

需用費 607,381 

役務費 66,785 

委託料 86,408 

使用料及び 

賃借料 
18,144 

工事請負費 1,101,600 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 7,231,283 

 

 

【事業目的】 

就学前のお子さんを対象に、発達に心配の方や子育てに不安

のある方が母子で通園し、望ましい親子関係をつくりなが

ら、心や体の発達のための保育、並びに療育、生活支援を行

う。 

 

 

【実績】 

・週５日（月～金） 

・在籍園児数  9 人 (Ｈ31.3.31現在)  

・年間実利用園児数 11 人 

・園長１名（嘱託）、保育士２名（嘱託・臨時） 

・嘱託医（２名） 

・言語訓練士（1名） 

 

 

【成果等】 

早期療育支援を実施し、成長過程で不安や心配のある子が、

あらゆる生活の場面でさまざまな対応ができる力を身に付

けるための支援の一翼を担っている。 

 

 

【今後の方向性】 

専門分野に特化した人材の確保・継続について課題がある

が、現状を維持しながら早期療育支援を実施して、児童等の

自立を支援していく。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(2)障がい者福祉   

事 業 名 施設整備補助事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,034,900 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,488,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,034,900 

 

 

【事業目的】 

社会福祉法人等が行う障害者支援施設等の施設整備に要す

る経費を補助して、地域内のサービス提供体制を確保し、適

切に支援できる環境を整える。 

 

 

 

【実績】 

社会福祉法人八葉会へ「児童通所支援事業所」建設費を補助、

早期療育支援が受けられる施設が１か所建設された。 

    

 

 

【成果等】 

平成 30年 9月から児童通所支援事業所の運営を開始、早期

に療育支援が受けられる体制の一翼を担っている。 

 

 

 

【今後の方向性】 

国の建設費補助については、国・県の査定があり、補助を要

望する全ての法人が対象とはならないため、地域内の施設整

備体制が思うように進まない状況があるが、市単独で対応す

ることの必要性を見極めながら、今後も建設費補助支援を継

続していく。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(3)国民健康保険関係   

事 業 名 国民健康保険 担当課名 健康推進課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

5,697,036,604 

節 別 内 訳（円） 

報酬 4,013,400 

給料､ 

職員手当等 
31,720,200 

賃金 6,167,130 

報償費 300,000 

旅費 46,240 

需用費 2,259,139 

役務費 21,061,495 

委託料 8,801,049 

使用料及び 

賃借料 
301,536 

工事請負費 0 

原材料費 0 

公有財産 

購入費 
0 

備品購入費 0 

負担金､補助 

及び交付金 
5,363,216,240 

扶助費 0 

補償、補填 

及び賠償金 
0 

償還金利子

及び割引料 
85,976,998 

積立金 173,173,177 

公課費 0 

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 0 

県支出金 3,905,349,771 

地方債 0 

その他 391,537,141 

一般財源 1,400,149,692 

 

 

【事業目的】 

○加入している被保険者の疾病、負傷、出産、死亡に対し必

要な保険給付を行い、社会保障及び国民保健の向上に寄与

する。 

 

 

 

【実績】 

○世帯数（年度平均）7,824世帯（前年度比△246世帯） 

 被保険者数（年度平均）12,447人（前年度比△640人） 

 

○保険税収入 

 1,197,160,265円 

 （現年課税分徴収率 97.0％（Ｈ29年度 96.9％）） 

 

○保険給付費 

 3,860,759,602円 

 

○特定健康診査受診率（Ｒ1.5現在） 

 ・特定健康診査 41.7％（Ｈ29年度最終 41.3％） 

 

 

 

【成果等】 

○保険給付・保健事業等を適切に実施し、被保険者の健康維

持・増進に寄与した。 

 

 

 

【今後の方向性】 

○特定健康診査をはじめとする保健事業を充実させ、医療費  

 の適正化を図る。 

 

○保険税収納率の更なる向上に努める。 

 

○国保税の資産割廃止による減収分の確保について検討を 

行う。 
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 主要施策３   ≪支え合い、だれもが健康で活躍するまち≫ 

(4)生活支援   

事 業 名 住宅・生活支援対策事業 担当課名 福祉課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

15,901,972 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,093,800 

賃金 1,314,000 

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 12,096,672 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
1,150,000 

扶助費 247,500 

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 10,681,120 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 5,220,852 

 

 

【事業目的】 

○まいさぽ千曲を設置し、生活困窮者等の日常生活や就労など

の自立に向けた支援や住居確保に向けた支援を行う。 

○貧困の連鎖防止のため、学習支援員による学習支援や親への

養育支援を行う。 

 

【実績】 

○まいさぽ相談状況 

相談件数（延べ数）：4,951件 

新規相談者数   ： 162人 

相談者数の合計    :   681人 

○住居確保給付金 

  支給者 5世帯 支給総額 247,500円 

○生活困窮者世帯の子どもの学習支援状況 

  生活困窮者 1名 被保護者 1名 延 70回 

 

【成果等】 

○相談支援状況 

就労 

内定 
増収 

職業 

訓練 

開始 

就職 

活動 

開始 

就労 

環境 

整備 

就労 

定着 

支援 

複合 

課題 

整理 

保護 

申請 

他機

関へ 

終了 

計 

24 2 0 93 13 139 273 15 118 677 

・生活保護に至る前の生活困窮者に対する相談窓口として、

681人、4,951件の相談を受け、課題の整理・就労支援・家

計相談などを実施した。また、相談者 62人に対し支援計画

を作成し、住居確保給付金・生活福祉資金貸付制度などを

利用しながら、自立に向けた継続的な支援を行った。 

 

【今後の方向性】 

○引き続き、ハローワーク等の関係機関と連携しながら、生活

困窮者に対する自立に向けた支援を実施する。 

○こどもの学習支援事業については、学習支援に加え、生活習

慣・育成環境の改善、教育及び就労（進路選択等）に関する

支援も含め、関係機関と連携し事業内容の見直しを図る。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1) 防災対策   

事 業 名 デジタル防災行政無線整備工事 担当課名 危機管理防災課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

157,187,600 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 155,000,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債 155,000,000 

その他  

一般財源 2,187,600 

 

 

【事業目的】 

安定した情報伝達手段を確保し、災害時の市民の生命、財産

を守るため、屋外告知放送設備の一部（52 局）をデジタル

防災行政無線として整備する。 
 

 

 

【実績】 

契約日：平成 30年９月 21日 

契約先：株式会社日立国際電気長野営業所 

契約額：388,608,516円 

契約期間：平成 30年９月 21日から 

     令和２年３月 20日まで 

前払金：155,000,000円（支払日：H30.11.14） 

繰越額：120,502,000円 

 

 

 

【成果等】 

現行システムは、停電や電柱が倒れるなど断線した場合、防

災情報が長時間伝達できなくなるリスクがあるが、無線シス

テムにより情報伝達機能の強化が図られる。 

 

    

 

【今後の方向性】 

完全無線化を図るには多額の費用を要することから、現行シ

ステムとの並行運用を図りながら合理的かつ経済的な計画

が必要となる。 

また、戸別受信機を指定避難所、要配慮者施設に設置するこ

とにより安定した防災情報の提供を可能とする。 

 



- 74 - 

 

 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1)防災対策   

事 業 名 東林坊川改修工事 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

1,740,456 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
131,256 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 1,609,200 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 1,740,456 

 

 

【事業目的】 

東林坊川の上流端は普通河川五十里川から分水する分流

堰であり、上流の洪水を千曲川に放流することで、五十里川

下流の千曲市中心市街地の浸水を防止する放水路の機能を

持っており、東林坊川の上流域は五十里川と流域を共有して

いる。五十里川とその下流にある一級河川沢山川への流出量

の負担軽減を行う必要があるため、東林坊川の流下能力の向

上を図り、下流域の浸水防止対策を実施する。 

 

 

 

【実績】 

底張り工 A=46㎡ 

 

     

 

 

【成果等】 

第 2期整備計画区間の底張り工範囲のＬ＝633ｍ区間の内、

Ｌ＝46ｍを河川断面内の土砂の浚渫及びコンクリートによ

る底張り工事を実施し河川の流下断面を確保した。 

 

    

 

 

【今後の方向性】 

過去第 1期工事において、最下流のＬ＝700ｍ区間は改修

が終わっており、第 2期整備計画として底張り工範囲のＬ＝

633ｍ区間の残りＬ＝210ｍの工事を実施し、更に第 2期整備

計画範囲の上流Ｌ＝760ｍ区間の河川断面狭あい箇所 3箇所

の実施設計及び工事の実施を緊急自然災害防止事業債をあ

てて実施し、東林坊川の全体を早急に完成させる。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(1)防災対策   

事 業 名 日影沢改修事業 担当課名 建設課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

16,540,560 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
1,312,560 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 15,228,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 16,540,560 

 

 

【事業目的】 

下流部底張り工事及び河川断面の改修工事を行い、流下能

力の向上を図り、治水安全度を高める。 

 

 

 

 

【実績】 

底張工事 A=482㎡ 

木工沈床工 N=1箇所 

L型水路工 L=6.0ｍ 

 

     

 

 

【成果等】 

流下能力を確保する為、河川断面の改修を行った（市管理

部の改修は完了）。 

 

    

 

 

【今後の方向性】 

当該河川施設を適正に維持管理していく。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(2)公園・緑地   

事 業 名 公園整備事業：上徳間公園（仮称）整備事業 担当課名 都市計画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,325,100 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
3,828,300 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料 496,800 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 0 

県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 4,325,100 

 

 

【事業目的】 

本事業は、老朽化等に伴う遊具撤去により新たな公園づく

りに対する地域づくり要望を受け、第一次総合計画（平成

19 年度～平成 28 年度）の基本目標の 1 つ、「市民が憩い、

心穏やかに暮らせるまちづくり」に基づき、「花や緑があふ

れる うるおいのあるまちをづくり」推進のため、平成 26

年度より実施計画事業として採択され事業推進を図ってき

た。 

 その後、第二次総合計画（平成 29年度～平成 38年度）に

おいても、その理念及び事業内容は引継がれ、「災害に強く、

安全で心穏やかに暮らせるまちづくり」の推進と、市民 1

人当たりの都市公園敷地面積の向上を目指す。 

 

 

【実績】 

 地元協議により、急遽生じた遊具設置位置に対する設計修

正業務委託及び工事費決算額としては未計上であるが、令和

元年度（平成 31年度）への繰越事業とし、下記内容で令和

元年 6月 27日に完了検査を実施済。 

事業費：4,654,800円 

事業概要：側溝工Ｌ＝12ｍ、アスファルト舗装工Ａ＝15㎡、

柵工Ｌ＝91ｍ 

 

また現在、本年度工事について 7月中の発注を目指し事業

推進中。 

 

  

【成果等】 

・完成後における市民 1人当たりの都市公園敷地面積の向上 

 11.2㎡/人 → 11.3㎡/人 

 ※平成 31年 3月 31日住基人口を基準とした場合 

 ※完成後開園予定面積：約 1,600㎡ 

 

 

【今後の方向性】 

・残工事部分の早期完成及び早期供用開始 

 令和元年度整備予算額：38,500,000円 

 令和 2年度以降整備概算額：34,000,000円 

 

・開設後の適正な維持管理体制の構築 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(3)上下水道の整備   

事 業 名 千曲市・長野県県企業局水道事業連携 担当課名 上下水道課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,656,600 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
7,656,600 

賃金  

報償費  

旅費  

需用費  

役務費  

委託料  

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 2,187,600 

一般財源 5,469,000 

※水道料金 

 

【事業目的】 

○水源確保と安定供給等を目指して、平成 29年度より長野

県企業局との連携や統合について検討してきたが、平成

30 年度からは職員を１名企業局に派遣し、共に研究を進

める。 

 

 

【実績】 

○連携に向けた会議等を 6回開催し、各事業体の施設状況の

確認や連携についての検討会を実施した。 

○事務事業の共同化について、令和元年度からの実施を目指

して研究を行った。 

 

  

【成果等】 

○令和元年度、企業局が主体となり「水運用及び財政シミュ

レーション」を実施することになった。 

○事務事業の共同化について、具体的な成果は得られなかっ

た。 

 

 

【今後の方向性】 

○シミュレーション結果をもとに、統合の方向性を判断して

いく予定。 

○「水道に関するアンケート調査」を実施し、広域化に対す

る地域住民の意向を把握するとともに、地域住民への説明

を行い、理解を得ていく予定。 



- 78 - 

 

 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(3)上下水道の整備   

事 業 名 下水道整備事業 担当課名 上下水道課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

259,823,394 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,938,000 

賃金  

報償費  

旅費 124,800 

需用費 1,788,979 

役務費 304,320 

委託料 9,762,498 

使用料及び 

賃借料 
546,343 

工事請負費 222,682,894 

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
13,675,560 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 65,500,000 

県支出金  

地方債 168,031,825 

その他 26,291,569 

一般財源  

※受益者負担金 

 

【事業目的】 

○生活排水による河川の水質汚染を防止し、きれいな水の環

境を保つため公共下水道の整備を進める。 

 

 

【実績】 

○管路工事  Ｎ＝３箇所（Ｌ＝９３４．２ｍ） 

○マンホールトイレ施設工事 Ｎ＝２箇所 （Ｎ＝10基） 

○実施設計委託 Ｎ＝５箇所 

 

 

【成果等】 

○本事業により、累積整備面積２０５９.２haとなり、農集

を除く全体計画(２，２０１ha)の９３．６％が整備済みとな

った。(H29末 93.1％) 

 

・公共・農集整備率  94.8％ → 94.4％  

         (H28年度末) (H30年度末)  

 

・整備率の減少の理由：全体計画面積の拡大が原因 

           （2,170ha → 2,201ha） 

 

・公共・農集水洗化率  89.9％ → 92.4％ 

(H28年度末) (H30年度末)  

 

 

【今後の方向性】 

○残りの１４２ha については、他部署との横断的な連携を

図り、未普及解消につとめる。 
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 主要施策４   ≪災害に強く、安全で心穏やかに暮らせるまち≫ 

(4)長野広域連合が計画しているごみ焼却施設   

事 業 名 広域焼却施設対策事業 担当課名 廃棄物対策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

108,928,526 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
10,938,000 

賃金  

報償費  

旅費 93,600 

需用費 173,508 

役務費  

委託料 3,888,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費 31,374,000 

原材料費  

公有財産 

購入費 
13,344,742 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
40,005,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
9,111,676 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他 9,039,858 

一般財源 99,888,668 

 

 

【事業目的】 

○千曲市及び坂城町等から排出される一般廃棄物を安定的

に処理するため、老朽化した葛尾組合ごみ焼却施設に替わ

り、長野広域連合が新たにごみ焼却施設（B焼却施設）を

屋代中島地籍に整備する。 

 

 

【実績】 

○ごみ焼却施設建設予定地用地取得に向け、地権者の代表と

なる対策委員会との交渉を重ねたうえで、地権者への個別

説明会を５月と６月の２回開催し、用地取得に関して事業

への理解と協力を求めた。 

○地権者 38名中 32名と用地補償契約を締結した。 

○長野広域連合及び関係課と連携を図り、焼却施設のごみ収

集車搬入道路改良工事と下水道工事等のインフラ整備が

完了した。 

 

 

【成果等】 

○地権者に個別説明を実施したことにより、事業への理解が

深まり用地取得に関して合意が得られた。 

○インフラ整備に際し、周辺関係者に工事概要や今後の進め

方を説明したことで、通行制限等に理解・協力が得られ安

全に施工することができた。 

 

 

【今後の方向性】 

○令和３年９月ごみ焼却施設の本格稼働に向け、長野広域連

合と連携を図り、施設整備に遅れが生じないよう、地権者

６名に対し用地取得に関して早急に合意が得られるよう

努める。 

○地元要望である余熱利用施設を含めた周辺整備・地元振興

策について、事業実施に向け関係機関と調整しながら進め

る。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(1)景観形成   

事 業 名 景観計画改定 担当課名 都市計画課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

4,686,844 

節 別 内 訳（円） 

報酬 100,800 

給料､ 

職員手当等 
2,187,600 

賃金  

報償費  

旅費 41,884 

需用費 412,560 

役務費  

委託料 1,944,000 

使用料及び 

賃借料 
 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 4,686,844 

 

 

【事業目的】 

 今後の千曲市らしい景観形成の道筋となる基本的な方針

や、施策並びに規制を位置づける景観計画を定めるための改

定。 

 

 

【実績】 

 太陽光発電施設の急速な普及に伴い県の景観規則が一部

改正されたことに加え、稲荷山地区が重要伝統的建造物群保

存地区に選定されるなど、社会情勢の変化や上位・関連計画

の策定及び改定を踏まえて見直しを行った。 

 また、景観計画の改定に併せ景観計画の概要をまとめたリ

ーフレットと届出の手引きの作成を行った。 

・景観計画策定委員会 ３回（意見聴取含む） 

・景観審議会 ３回 

・基本方針パブリックコメント 15日間 

・改定案パブリックコメント 32日間 

※市民から寄せられた意見 ６件 

 

 

【成果等】 

 上位関連計画との整合が図られた。景観形成重点地区であ

る姨捨地区における行為の制限について、届出行為及び景観

形成基準を明確化し、また、太陽光発電施設に対し景観に配

慮すべく景観形成基準を設けた。 

 

 

【今後の方向性】 

 良好な景観形成には、市民・事業者の理解や協力、社会情

勢の変化への対応が必要である。景観重点地区の指定や、行

為の制限に関する事項についての内容の変更、個別事項の決

定等を随時行ない、常に成長する計画とする。 
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 主要施策５   ≪輝かしい歴史文化や美しい自然を未来に継ぐまち≫ 

(1)景観形成   

事 業 名 稲荷山重要伝統的建造物群保存地区保存事業 担当課名 歴史文化財センター 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

9,940,279 

節 別 内 訳（円） 

報酬 63,000 

給料､ 

職員手当等 
5,469,000 

賃金  

報償費 40,000 

旅費 207,385 

需用費  

役務費 5,494 

委託料  

使用料及び 

賃借料 
598,400 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
3,557,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 1,403,000 

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 8,537,279 

 

 

【事業目的】 

・重要伝統的建造物群保存地区に選定された、稲荷山の伝統

的な建造物の修理事業に補助を行ない、環境整備を図る。 

・稲荷山地区活性化の核となる整備計画の策定並びに施設 

整備を実施する。 

 

 

【実績】 

・伝統的建造物修理補助を１件実施した。 

・しんきん旧稲荷山支店跡地について、活用を図るため 

 土地開発公社に依頼し、先行取得を行なった。 

・工学院大学に依頼し、「鍵の手」ほかの建物調査を実施。 

・伝建審議会を１回開催した。 

 

 

【成果等】 

・修理事業の実施により、伝統的建造物が本来の姿を取り 

 戻すことができた。 

・審議会において、新たに伝統的建造物等への特定について 

 答申があった。    

 

 

【今後の方向性】 

・今後も伝統的建造物の修理を進め、重伝建地区の保存事業 

を進めていく。 

・しんきん跡地については、街なみ環境整備事業の導入に 

 向けて、関係機関と調整を図る。 

・活性化の拠点として、「鍵の手」他の整備に向けた調査を 

 引き続き実施する。 

・稲荷山地区の活性化を推進するため、マスタープランの 

 策定に着手する。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(1)ふるさと千曲市応援寄附金（ふるさと納税）   

事 業 名 ふるさと千曲市応援寄附金 担当課名 総合政策課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

100,285,752 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
2,734,500 

賃金  

報償費 69,001,033 

旅費  

需用費  

役務費 970,380 

委託料 26,657,422 

使用料及び 

賃借料 
922,417 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 100,285,752 

 

 

【事業目的】 

○ふるさと納税により収入増を図るとともに、寄附をきっか

けに当市に興味・関心を持つ人を増やし、千曲市をより多

くの人に知ってもらう。 

○地元の特産品を返礼品とすることで、市内産業の振興およ

び活性化につなげる。 

 

【実績】 

ふるさと納税受け入れ件数・金額 

 平成 29年度  9,918件・223,844,193円 

平成 30年度  8,800件・209,360,041円 

 （うち、ガバメントクラウドファンディング分 

             159件・ 2,571,900円） 

 

【成果等】 

○平成 30年度は新たに、猫の不妊去勢手術助成事業のため

ガバメントクラウドファンディングを活用し、目標金額の

100万円を大きく上回る寄附が集まった。 

○ふるさと納税で返礼品を受け取った方が、その後、直接事

業者へ注文をするなどの直接購入につながったとの声も

あり、市内産業の活性化につながっている。 

 

【今後の方向性】 

○総務省より返礼品の返礼割合を３割以下とすることや、返

礼品は地場産品であること、また寄附金募集にかかる経費

は寄附額の５割以下であることなどの基準が示され、それ

に反するような自治体はふるさと納税の対象から外され

るようになった。それにより、各自治体が同じ条件の元、

寄附金の募集ができる反面、他の自治体とどのように差別

化を図っていくかが課題となっている。 

○返礼品の中でも人気の高かった家電製品が返礼品として

提供できなくなったことにより、前年度に比べて寄附額の

減少が予想される。家電製品に代わる返礼品の開拓を随時

行っていく。 

○温泉宿泊券のように、千曲市を訪れてもらえる返礼品につ

いては経済波及効果が高いと考えられる。千曲市をホーム

タウンとする信州ブレイブウォリアーズの観戦チケット

など、実際に千曲市に足を運んでもらえる返礼品を創出し

ていく。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(2)マイナンバー制度   

事 業 名 社会保障・税番号（マイナンバー）制度事業 担当課名 市民課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

17,675,530 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
5,469,000 

賃金 1,148,400 

報償費  

旅費  

需用費 63,288 

役務費 76,684 

委託料 5,148,230 

使用料及び 

賃借料 
995,328 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
4,774,600 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金 10,794,000 

県支出金  

地方債  

その他 244,200 

一般財源 6,637,330 

 

 

【事業目的】 

○「行政における特定の個人を認識するための番号の利用等

に関する法律」に基づき、通知カード及び個人番号カード

の交付事務等を行うとともに個人番号カードの普及を図

る。 

【実績】 

○平成 27年 10月、通知カードの発送を開始、合わせて個人

番号カードの申請受付を開始。平成 28年１月、個人番号

カードの交付を開始。 

○個人番号カード交付申請件数 

  平成 27年 10月～平成 28年 2月   3,029件 

平成 28年 3月～平成 29年 3月   2,279件 

平成 29年度           1,220件 

  平成 30年度           1,033件 

   累計（平成 31年 3月末）    7,561件 

○個人番号カードの普及活動 

・各庁舎窓口で、職員がタブレット端末によるカード申請の

補助を実施。 

・千曲川マルシェにブースを出展し、情報政策課と連携して

ＰＲ活動を実施。 

・成人式会場、確定申告会場にＰＲパネルを展示しパンフレ

ットを配布。 

【成果等】 

○個人番号カードの申請件数は、平成 27年 10月の申請受付

開始から平成 28年 2月までの 3,029件をピークに、平成

28年 3月から平成 29年 3月までで 2,279件、以降、年間

1,000件程度の申請があり、平成 31年 3月末現在で 7,561

件となっている。普及活動を行っているにも関わらず市の

申請率は約 12％に留まっている。着実に増えているもの

の、全国的にも大幅な増加につながっていない。普及に向

けた対応策が必要である。 

【今後の方向性】 

○国は、令和元年６月、「マイナンバーカードの普及とマイ

ナンバーの利活用の促進に関する方針」を決定、令和４年

度中にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有して

いることを想定し、カードの普及を強力に推進することと

している。マイナンバーの利活用の推進として、令和３年

３月から健康保険証利用の仕組みを本格運用する予定で

あり、これに伴い申請の増加が予想される。利活用範囲は、

更に拡充される見込みであり、引き続きカードの利便性な

ど最新情報を市民に提供し普及につなげていく。 
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 主要施策６   ≪協働で創る、市民主体の住みたい住み続けたいまち≫ 

(2)マイナンバー制度   

事 業 名 コンビニ証明書交付事業 担当課名 市民課 

 

事 業 費 主要な施策の成果等 
 

決 算 額（円） 

7,122,299 

節 別 内 訳（円） 

報酬  

給料､ 

職員手当等 
546,900 

賃金  

報償費  

旅費 16,360 

需用費  

役務費  

委託料 1,850,239 

使用料及び 

賃借料 
2,008,800 

工事請負費  

原材料費  

公有財産 

購入費 
 

備品購入費  

負担金､補助 

及び交付金 
2,700,000 

扶助費  

補償､補填 

及び賠償金 
 

公課費  

 

財 源 内 訳（円） 

国庫支出金  

県支出金  

地方債  

その他  

一般財源 7,122,299 

 

【事業目的】 

○個人番号カードを利用して、住民票や戸籍などの市が発行

する証明書を、全国のコンビニエンスストアで取得できる

サービスの運用・維持管理を行い、市民の利便性向上を図

るとともに利用促進に努める。 

○概要 

・利用可能時間 

午前６時 30 分から午後 11 時まで。（12 月 29 日～1 月 3

日、メンテナンス時を除く。） 

・利用可能店舗 

全国の提携コンビニ店舗（市内は２２店舗） 

・取得可能な証明書 

 住民票、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録証明書 

【実績】 

○利用実績（平成 29年１月 10日サービス開始） 

      平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

住民票     34通      246通    343通 

印鑑証明    35通      188通    265通 

戸籍       9通       25通    64通 

戸籍附票     2通        6通    10通  

        80通      465通    682通 

（平成 28年度は平成 29年１月から３月まで） 

○市報・市ホームページへの掲載、ポスター掲示、個人番号

カード交付時などにチラシを配布、利用案内等により広報

を実施し市民への周知を図った。  

【成果等】 

○平成 29年１月のサービス開始以来、年度ごとの利用数は

増加しており、平成 30年度は前年度に比べ約 47％の増加

率となっている。平日休日を問わず早朝から深夜まで全国

の提携店舗で取得できるため、市外店舗や休日の利用も多

数あり利便性の高いサービスであることが実証された。

《平成 30年度の利用内訳（全体 682通）》 

 ・市外店舗での利用 全体の約 35％ 

 ・土・日曜日、祝日の利用 全体の約 27％ 

 ・早朝 6：30～8：30及び夜間 17：30～23：00の利用 

  全体の約 30％ 

【今後の方向性】 

○利便性の高いサービスであることから、引き続き個人番号

カードの普及に努める。 

○多くの方に利用していただけるよう、コンビニ交付サービ

スの利便性について広報活動を行い利用の促進に努める。 

 


